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第１章 計画の趣旨 

１ 計画策定の目的 

本市においては，全国的な傾向と同様に，少子高齢化や住宅ストックの余剰等の社会的情勢を背

景に，「空き家等」は増加傾向にあります。 

特に，管理が不全となった空き家等は，雑草や樹木の繁茂，建物の倒壊の危険など，市民に様々

な影響を及ぼし，良好な生活環境や住環境を脅かすものとなっていることから，早期の解決を求め

る声が多くなっています。 

しかしながら，管理不全となる空き家等であっても，個人（私人）所有の財産であるため行政の

管理権限が及ばないことや，長年相続が放棄されたため所有者の特定が事実上不可能であるなど，

様々な要因により解決が困難なものが存在します。 

このため，平成 25 年３月に本市の空き家等対策の指針となる「空き家等問題にかかる総合的な対

策方針」（以下「対策方針」という。）を策定し，所有者等への意識啓発の実施や「宇都宮市空き

家等の適正管理及び有効活用に関する条例」（以下「空き家等条例」という。）の制定など，空き

家等の発生抑制や管理不全の解消促進，さらには解決が困難な事案への対応検討などに取り組んで

きたところです。 

国においても，適切な管理が行われていない空き家等が防災や衛生，景観等において地域住民の

生活環境に深刻な影響を及ぼすことを鑑み，平成 27 年５月に「空家等対策の推進に関する特別措置

法」（以下「空家法」という。）が施行されたところであり，空き家等対策を総合的かつ計画的に実

施するための「空家等対策計画」の作成や空家等に対する必要な措置を講ずることが市町村に求め

られています。 

このような状況を踏まえ，今後も増加することが予想されるこれら空き家等の問題に対し，有効

かつ効果的な対策を講じていくためには，行政のみではなく，空き家等の「所有者」，空き家等が

存在する「地域」，空き家等対策に取り組む「民間事業者」など，多くの関係者の協力を得て，対

策を講じていくことが必要です。 

本市においては，自らのまちについての共通の目標を実現するために，相互の信頼と合意のもと，

役割と責任を担い合い，お互いの特性や能力を発揮しながら連携・協力してまちづくりに取り組む

「市民協働」を推進しており，空き家等対策においてもこの考え方を基本とします。 

この『空き家等対策計画』は，多くの課題を抱え，対応の難しい空き家等問題において，「空き家

の腐朽状況」の階層ごとに「所有者等の特定状況」を踏まえた課題に対応した取組を体系的に位置

付けるとともに，その取組を行政だけではなく，官民が連携し推進していくものとします。 

今後は，この計画に基づき，市民等と連携・協力を図りながら，管理不全な空き家等の発生抑制

や解消とともに，有効活用を促進する事業等に取り組むことで，市民等の良好な生活環境の保全と

安全で安心な魅力ある地域社会の実現を目指してまいります。 
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２ 計画の位置付け 

本計画は，空家法第６条第１項に規定する法定計画であるとともに，「総合計画」や「ネットワー

ク型コンパクトシティ形成ビジョン」などの上位計画を踏まえ，「立地適正化計画」などの関連計画

と整合を図りながら，空き家等条例の基本理念である「市民協働による取組」等を具現化するため

の計画です。 

また，「対策方針」を継承し，施策レベルの計画であった「対策方針」に具体的な取組を位置付け

る計画となります。 

 

宇都宮市空き家等の適正管理及び有効活用に関する条例（抜粋） 

（基本理念） 

第３条 空き家等の適正管理及び有効活用は，市，所有者等及び市民等が，管理不全な状態又は危険

な状態となった空き家等が市民等の良好な生活環境並びに地域社会の安全及び安心を脅かす重大

な問題であることを認識し，協働又は協力して取り組むことを基本として行わなければならない。 

（所有者等の責務） 

第４条 所有者等は，その社会的責任を自覚し，前条の基本理念にのっとり，自らの責任及び負担に

おいて空き家等が管理不全な状態等にならないよう，常に適正にこれを管理しなければならない。 

（市の責務） 

第５条 市は，基本理念にのっとり，空き家等の適正管理及び有効活用に関し，必要な施策を総合的

に講じなければならない。 

２ 市は，空き家等の適正管理又は有効活用に関する所有者等又は市民等の取組に協力し，必要な支

援に努めなければならない。 

（市民等の役割） 

第６条 市民等は，基本理念にのっとり，市民等同士の協力又は連携により，空き家等の適正管理又

は有効活用に関する必要な取組の実施に努めるものとする。 

 

「ネットワーク型コンパクトシティ（ＮＣＣ）形成ビジョン」における考え方 

本市が目指すＮＣＣ実現のため，空き家等の既存ストックの活用を図りながら，高い利便性が得ら

れる拠点や公共交通沿線等への緩やかな居住の移転を図ることが重要です。 

このため，空き家等対策と連携を図りながら，拠点等の人口密度を維持することにより，医療・福

祉，子育て支援，商業等の生活利便施設や公共交通のサービスレベルを持続的に確保し，生活の質の

向上を図ります。 

宇都宮市空き家等対策計画 

【本市の関連計画】 
・立地適正化計画 
・市街化調整区域の整備 
及び保全の方針 等 

 

総合計画 
ネットワーク型コンパクトシティ形成ビジョン 

宇都宮市空き家等の適正管理
及び有効活用に関する条例 

基本理念等の具現化 

空家等対策の推進に関する特
別措置法 

総合的・計画的な対策の推進 

宇都宮市空き家等問題にかかる総合的な対策方針 

継承 

整合 
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３ 計画の対象 

⑴ 空き家等の種類 

本計画において対象とする「空き家等」とは，空家法第２条第１項に規定する「空家等」（第２項

に規定する「特定空家等」を含む。）及び空き家等条例第２条第１項第２号に規定する「空き地」と

します。 

 

空家等対策の推進に関する特別措置法（抜粋） 

 （定義） 

第２条 この法律において「空家等」とは，建築物又はこれに附属する工作物であって居住その他の

使用がなされていないことが常態であるもの及びその敷地（立木その他の土地に定着する物を含

む。）をいう。ただし，国又は地方公共団体が所有し，又は管理するものを除く。 

２ この法律において「特定空家等」とは，そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそ

れのある状態又は著しく衛生上有害となるおそれのある状態，適切な管理が行われないことにより

著しく景観を損なっている状態その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切

である状態にあると認められる空家等をいう。 

宇都宮市空き家等の適正管理及び有効活用に関する条例（抜粋） 

 （定義） 

第２条 この条例において，次の各号に掲げる用語の意義は，それぞれ当該各号に定めるところによ

る。 

⑵空き地 市内に所在する土地であって，常態として人が使用していないものをいう。ただし，国又

は地方公共団体が所有し，又は管理するものを除く。 

 

⑵ 対象地区 

本市においては，近隣住民の良好な生活環境や安全安心を脅かす管理が不全等な空き家・空き地

の解消は，全市域に及ぶ課題であることを踏まえ，計画の対象地区は市内全域とします。 

 

４ 計画の期間 

計画期間を 2017 年度（平成 29 年度）から 2021 年度（平成 33年度）までの５年間とします。 

ただし，国の動向や社会情勢等を踏まえ，必要に応じて適宜，見直しについては検討を行います。 
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第２章 本市の現状 

１ 人口動態と住宅ストック 

⑴ 人口等の推移 

 本市においても総人口は減少へ転じ，少子高齢社会が進行する中，１世帯あたりの人員の減少に伴

い，65 歳以上人口に占める単身高齢者数の割合が増加する傾向にあります。 

 ① 総人口の推移（趨勢型） 

本市の推計では，2017 年（平成 29 年）に人口のピークを迎えた後，2033 年（平成 43 年）には 50

万人を下回ることが想定されています。 

 
〔資料〕宇都宮市人口形成ビジョン 

② 年齢３区分人口割合の推移 

平成 27 年の統計では，約４人に１人が 65 歳以上の高齢者（老年）となっています。 

 

〔資料〕国勢調査  
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③ 人口，世帯数の推移 

１世帯あたりの人員数は減少傾向にあります。 

 

〔資料〕住民基本台帳 

 

④ 単身高齢者数 

65 歳以上の人口に占める単身高齢者数は平成 27 年には 19,000 人を超え，割合としては 16％に達

しました。 

 

〔資料〕国勢調査 
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⑵ 住宅ストックの推移等 

人口が頭打ちとなる中，新設住宅は一定の供給が続いており，住宅は余剰状態となっています。そ

のような状態を一因とし，本市の空き家率は近年上昇傾向にあり，全国平均の 13.5％を上回る状態で

す。 

① 新設住宅着工件数 

平成８年度の 7,629戸をピークに新設着工の合計件数は減少傾向にありますが，そのうち持家は

ここ数年，年間 1,800 戸前後の件数で推移しています。 

 

 

〔資料〕新設住宅着工総計 

② 住宅ストックの余剰 

平成 25 年 10 月 1 日現在，住宅ストックの総数は 250,610 戸で，１世帯あたりの住宅数は１戸を

上回る状態が続いています。 

  

〔資料〕住宅・土地統計調査  
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③ 本市の空き家率 

平成 25 年の「住宅・土地統計調査」によると，空き家は昭和 58 年以降増加を続け，平成 25年で

は 39,800 戸となっています。 

空き家率（総住宅数に占める空き家の割合）は，平成 10年に初めて 10％を超え，平成 25年は 15.9％

で全国平均の 13.5％を上回る状態となっていますが，その内訳を見ると「賃貸用の住宅」が 27,800

戸,「売却用の住宅」が 850 戸で，住宅市場で流通する空き家が全体の 72％を占めています。 

 

 

  

〔資料〕平成 25年住宅・土地統計調査 
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２ 空き家実態調査 

⑴ 現地調査 

本市における空き家に関する実態の把握や対策を検討する基礎資料とするため，平成 25 年度に空き

家の実態調査を実施しました。 

調査手法は，市内全域で上下水道が 3ヶ月以上休止と使用量が２期（４ヶ月）以上０㎥の水栓デー

タの中から一戸建てに対象を絞り，建物の腐朽破損度等について外観目視による調査を行いました。 

その結果，現に問題となっている空き家への対策のほか，管理不全となって顕在化する恐れのある

「Ｂ判定」の空き家が約 3,000 戸あることが判明しました。 

今後も，この調査において把握をした「水道栓の止まっている戸建て空き家」とともに，市民等か

ら相談が寄せられた周囲に迷惑を及ぼしている「貸家・ビル」なども加えた空き家については，定期

的に調査を実施することで，本市の実態把握と効果的な対策を講じるための基礎資料として活用して

いきます。 

  

空き家判定 件数 比率 

A 174 3.8% 

B 3,021 65.2% 

C 1,157 25.0% 

D 247 5.3% 

A～D以外のもの 36 0.8% 

計 4,635 100.0% 

区域 件数 比率 

市街化区域 4,084 88.01% 

市街化調整区域 551 11.99% 

計 4,635 100.00% 

A 判定…売物件や入居者募集の状態にな

っているもの 

B 判定…建物に目立った腐朽破損はない

が，空き家の状態となっており，区分Ａ

に該当しないもの 

C 判定…外壁や屋根，窓・玄関に腐朽破

損が認められるが，緊迫性までは認めら

れないもの 

D 判定…建物の倒壊の恐れがあるもの。

また，外壁や屋根，窓・玄関の腐朽破損

程度により，緊迫性が認められるもの 

注）空き家等条例制定前に実施した調査

であるため，周囲への危険の影響度を考

慮した，条例制定後の判定基準とは異な

る基準となる。 
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⑵ 危険な空き家の判定 

現地調査の結果を踏まえ，腐朽破損している空き家等の改善指導を行うためには，周囲に及ぼす影

響がどの程度あるのかを具体的に判定する必要が生じたことから，周囲への「影響度」を勘案し，か

つ，客観性と公平性のある基準を定めることとしました。 

なお，基準の策定にあたっては，弁護士や建築士等で構成する「空き家等対策審議会」からの意見

を踏まえ，策定しています。 

 

□ 『処分基準』の策定 

本市の独自基準として，「命令」等の措置を実施する際，客観性と公平性を確保するため，「管理

不全な状態等」の判定基準を明らかにした「処分基準」を策定しました。 

この「処分基準」に定める基準のほか，その他の状況等を勘案した上で，空家法や空き家等条例

に該当する事案かどうかを総合的に判断しています。 

 

項 目 内 容 

第１ 目的 ・ 管理不全な状態等の「判定基準」及び命令等に係る正当な理由の「認定基

準」について定める 

第２ 状態の判

定基準 

・ 管理不全な状態等の判定は，「判定基準」（空き家等の状況・周囲への影響

度）のほか，「着眼点」を例示とし，「季節や気象，第三者行為による影響等」

を勘案し，総合的に判断する 

・ 建築物（付属する工作物含む）の崩落等及び倒木における「周囲への影響

度」は，対象物と隣接地の距離的要因により評価する 

・ 緊急措置は「危険な状態の進行度」及び「周囲への影響度」を考慮して判

断する 

第３ 正当な理

由の認定基準 

・ 正当な理由の認定は，「認定基準」のほか，「着眼点」を例示とし，「適用

する措置の内容及び所有者等の生活状況等」を勘案し，総合的に判断する 

 

 □ 「Ｄ判定」（建物の倒壊の恐れがあるもの等）の再調査 

平成 26 年７月の「処分基準」の策定後，改めて「Ｄ判定」の 247戸を調査した結果，建物の倒壊

の恐れや屋根の飛散，工作物の落下などの危険性があり，かつ，その事態が生じた場合に周囲への

影響が大きいと判断された「危険な状態にある空き家」は『91戸』と判定されました。 

条例制定後も，引き続き，経過観察や所有者調査，口頭や文書による指導・勧告を実施し，平成

29 年１月までに「13戸」の改善を図ったところです。 
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⑵ 所有者へのアンケート調査 

現地調査において把握した空き家において，所在が判明した所有者を対象にアンケート調査を実施

しました〔回答者；900 名〕。その結果から分析すると以下の傾向が伺えます。 

ア 所有者の属性 

① 空き家所有者の年齢構成等 

所有者の約７割が 60歳以上であり，さらにそのうちの約７割が無職（年金受給者など）である

という傾向が出ています。 

また，空き家の所有者に限らず，全国的な高齢者の状況を見ても，一人暮らしの 65 歳以上の高

齢者数は増加傾向にあるとともに，無職などの理由により経済的に厳しい状況にあります。 

 

〔資料〕平成 25年度実態調査 

≪参考≫ 全国的な高齢者の状況 

高齢社会白書（平成 26年） 

・ 65 歳以上の一人暮らしの高齢者数（カッコ内は高齢者人口に占める割合） 

昭和 55年；男性約 19万人（4.3％），女性約69万人（11.2％） 

平成 22年；男性約 139 万人（11.1％），女性約 341 万人（20.3％） 

男女共同参画白書（平成 22年） 

・ 65 歳以上の相対的貧困率は 22.0％（高齢男性のみ世帯 38.3％，高齢女性のみ世帯 52.3％） 

※ 相対的貧困率：等価可処分所得（世帯の可処分所得を世帯人員の平方根で割って調整した所得）の

貧困線（中央値の半分）に満たない世帯員の割合をいう。 

 

② 所有者の居住地 

所有者の居住地内訳は市内が約８割で最も多く，市外は合計でも約２割となっています。 

区域 件数 比率 市内と市外 

市内 2,570 78.14% 2,570 件(78.14%) 

市
外 

県内 190 5.77% 

719 件(21.86%) 県外 464 14.11% 

海外 65 1.98% 

〔資料〕平成 25年度実態調査                   

 

59歳以下 

26.6% 

60歳以上 

73.4% 

空き家所有者の年齢構成 

１．会社員 

9.3% 

２．自営業 

14.8% 

３．アルバ

イト・パート 

3.3% 

４．公務員 

0.6% 

５．無職

（年金受給

者など） 

66.9% 

６．その他 

4.1% 

無回答 

1.0% 
60歳以上の職業 
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③ 空き家の老朽化 

空き家の約 6割が建築基準法上の旧耐震基準（昭和 56 年以前）で建てられたものであって，所

有者の年齢構成と関連させると， 60歳以上の所有者の割合が高くなっています。 

注）実態調査におけるアンケート調査結果（回答者900 名）からの分析によります。 

 

〔資料〕平成 25年度実態調査  

 イ 調査結果 

① 空き家発生の原因 

賃貸用住宅の入居者の退去を理由とする空き家化が約３割を超えることが今回の調査で明らか

となり，借り手がつかなくなることも空き家発生の原因のひとつであると想定されます。 

また，居住者の死亡を原因とする「空き家化」の割合が高いことも判明し，単身高齢者の世帯

構成が増加していることを踏まえると，近い将来，空き家が増加することが懸念されます。 

 

■ アンケート調査結果 

空き家となった理由（問２） 

賃借人等の入居者が退去したため 33.0% 

居住していた親族が亡くなったため 18.0% 

自分が別の住居に転居したため 15.0% 

 

空き家の建築時期（問３） 

昭和 46 年から昭和 56 年（建築年数 32年から 42 年） 39.2% 

昭和 57 年から平成 12 年（建築年数 31年から 13 年） 23.8% 

昭和 45 年以前（建築年数 43年以上） 21.7% 

※各設問上位回答３位まで             

A判定, 1.6 A判定, 4.3 A判定, 6.7

A判定, 4.7

A判定, 10.0

B判定, 52.6

B判定, 65.2

B判定, 87.4

B判定, 93.8 B判定, 85.0

C判定, 36.4

C判定, 26.2

C判定, 5.2 C判定, 1.6
C判定, 5.0

D判定, 9.4 D判定, 4.2 D判定, 0.6

132

215

91
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80%
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昭和45年以前 昭和46年〜昭和56年 昭和57年〜平成12年 平成13年〜平成20年 平成21年以降

6
0
歳
以
上
の
人
数

建
築
年
と
腐
朽
破
損
度

建築年ごとの腐朽破損度と60歳以上所有者の相関関係

A判定 B判定 C判定 D判定 60歳以上人数
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② 空き家の管理実態 

空き家の管理については，自ら若しくは他者に依頼をして管理をしている所有者が約８割です

が，空き家の改修の予定がない所有者は４割を超えることから，今後の活用予定がなくそのまま

保有し続けると腐朽が進行することが想定されます。  

 

■ アンケート調査結果 

空き家の管理について（問５） 

不定期だが自ら行っている 33.0% 

定期的に自ら行っている 23.4% 

専門業者にお願いしている 14.2% 

親族にお願いしている 10.3% 

何もしていない 7.5% 

 

空き家の改修を行ったことがあるか（問６） 

ない（今後も改修予定はなし） 41.4% 

ある 33.6% 

ない（今後は改修予定がある） 7.9% 

分からない 6.4% 

その他 3.4% 

 

③ 空き家について困っていること 

空き家が近隣へ迷惑をかけていないか心配する所有者が約３割と多いことに加え，除却等に係

る費用が不足していることや法的な問題により対応が難しいなど，空き家の改善意識があっても

できない所有者の意向が明らかになったことは，今回の調査の特徴でもあります。これらの課題

を解決又は支援することは，更なる自己管理の促進につながるものと期待できます。 

 

■ アンケート調査結果 

困っていることや感じていること（問７） 

近隣への迷惑や不法侵入等が心配 31.5% 

除却や改修等の費用が不足している 19.0% 

法的な問題により解決が困難 11.2% 

賃貸や売却先が見つからない 10.3% 

遠方に住んでおり管理が難しい 8.7% 

※アンケートの類似回答を合算          
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④ 空き家の活用等意向 

他者への賃貸を含め，自ら使用又は保有をしたいという意向が６割，売却をしたいという意向

が２割弱であり，建物・土地を持ち続けたいという意向が高い傾向にあります。 

なお，少数ではありますが，空き家を地域のために寄附又は貸し出したいという意見もあるこ

とから，このような意見へ対応した支援が必要になると考えられます。 

 

■ アンケート調査結果 

今後，空き家をどのようにしたいか（問８） 

住宅・事業所として貸し出したい 24.5% 

建物・土地を自ら使用したい 19.5% 

建物・土地を売却したい 16.3% 

現状のまま保有したい 15.1% 

寄附・地域のために貸し出したい 3.7% 

※アンケートの回答をもとに意向を編集          

 

⑤ 所有者が必要とする支援 

所有者が行政に期待する支援内容では「特にない」が最も多い回答でした。これは将来予測を

考慮すれば，空き家所有者の中には，将来への課題を明確に認識していない方が多いものと考え

られます。  

「どのような支援を期待するか」の質問への回答としては，管理や法律等に関する相談業務や

事業者の紹介など情報提供に関するもの，また，取り壊しやリフォームの費用助成に関する回答

がともに約３割でありました。 

 

■ アンケート調査結果 

空き家の管理や利活用のために，どのような支援を期待するか（問９） 

特にない 19.2% 

取り壊しの費用助成 17.6% 

利用したい人（買ったり借りたい人）への空き家情報の紹介 15.3% 

信頼できる団体などによる空き家の仲介や借り上げ 11.1% 

空き家について困ったことを相談できる専門家（建築士・不動産業者・弁護士等） 8.9% 

リフォームの費用助成 8.2% 

代わりに清掃や草刈りなどの管理をしてくれる事業者等の紹介 6.3% 
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≪取組構築へ向けたポイント①≫ 

本市の人口減少に伴う「世帯あたり人員の減少」や空き家所有者の「単身高齢化」の状況を背景に，

所有者の死亡や賃借人の退去等により「空き家化」が始まることが明らかとなりました。 

また，「空き家の管理を自ら行っている」や「空き家が近隣へ迷惑をかけていないか心配」している

所有者が多いものの，売却や賃貸借，取り壊し・リフォームに関する情報不足等により，適正な相続

や売却など具体的な動きにつながらず空き家化することが想定されることから，情報提供機能の強化

や所有者が亡くなる前の相続整理支援など，「空き家とさせない」または「管理不全な状態とさせない」

対策に取り組むことが求められます。【発生抑制対策】【活用促進対策】 

また，管理不全な状態となってしまった場合においても，早期の対応を図ることで，倒壊等の危険

な状態へと「腐朽を進行させない」対策が併せて求められます。【管理不全解消対策】 

 

 

 

 

 

⇒ 取組の構築にあたっては，『空き家の腐朽状況』を踏まえることとします。 

 

 

 

  

 
◆ 空き家の腐朽状況 

 

 
1.居住 

2.転居・長期不在等 

3.管理された状態 

4.初期管理不全 
（雑草・樹木繁茂等） 

6.建物腐朽破損 

7.廃屋化・倒壊 

5.適正管理 

世帯あたり人員の減，単身高齢者の増 

3～5のサイクルから抜け落ちる
と，建物の腐朽が始まる 

建物の腐朽破損は目立たない， 

始まっていない状態 

これ以上腐朽破損を進行させない

対策が求められる。 

発
生
抑
制 

管
理
不
全
解
消 

活
用
促
進 
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第３章 これまでの取組 

年度 主な取組 

24 
・空き家等対策委員会（庁内検討組織）設置（８月） 

・「空き家等問題にかかる総合的な対策方針」策定（平成 25 年３月） 

25 ・「空き家等の適正管理及び有効活用に関する条例」制定（平成 26 年３月） 

26 ・「空き家等の適正管理及び有効活用に関する条例」施行及び「処分基準」策定（７月） 

27 

・空家法施行に伴う空き家等条例等の一部改正（10月） 

・民法に基づく「財産管理人の選任申立て」実施（11 月） 

・栃木銀行及び足利銀行と連携協定の締結（平成 28 年２月） 

28 

・空き家等対策委員会の見直し，危険空き家等対応検討委員会の設置（４月） 

・空き家・空き地に係る相談窓口を生活安心課に一本化（４月） 

・民間事業者等と所有者等を支援する官民連携事業の検討（４月～） 

・「空き家等対策実践連携会議」における官民連携事業の試行実施（８月～） 

・宇都宮大学と空き家等対策に係る共同研究契約を締結（12 月） 

・空き家等管理のためのデータベースを整備（庁内地理情報システムと連動）（３月） 

１ 「空き家等問題にかかる総合的な対策方針」の策定 

⑴ 策定の趣旨 

本市においては，様々な問題を抱える空き家等に体系的に取り組むため，取組の指針となる「空き

家等問題にかかる総合的な対策方針」を平成 25 年３月に策定し，空き家の腐朽状況ごとの課題に対応

した施策を総合的かつ計画的に推進するとともに，民間事業者との連携強化を図り，対策の実効性を

高める取組の実施や新たな取組の検討を行ってきました。 

  
空き家等問題にかかる総合的な対策方針【概要版】

§４ 総合的な対策方針

§３ 空き家等の発生段階に応じた課題の整理

§２ これまでの取組

目指す姿 『安全安心で良好な生活環境・住環境が維持された地域社会』

実 現

賃貸用
68.4%

売却用
5.6%

二次的住

宅 1.8%

その他の

空き家
24.2%

空き家の内訳（平成20年）

本市空き家等の問題点

① 顕在化している空き家等の場合

・ 空き家等の管理不全が近隣住民の生活環境に悪影響を及ぼして

いる。（雑草・樹木の繁茂，放火や不審者などの危険性）

② 潜在的な空き家等の場合

・ 行政として空き家予備軍の把握および予防対策や腐朽破損度に

応じた対応が不十分。

１ 地域の取組
(1)空き家等にかかる相談・・・地区の見回り活動や住民からの

相談を市へ提供

(2)市民総ぐるみ環境点検活動・・・市内39地区の地域まちづく

り組織による地域の生活環境改善を図るための巡回活動

２ 行政の取組
(1)適正管理指導･･･所有者等を調査し，適正な管理をお願いする

「行政指導」

(2)庁内連携体制の強化 【※平成２４年度の取組】

・ 「空き家等判別基準」

・ 「空き家等管理システム」

・ 「空き家等の適正管理に関する要綱」

・ 空き家窓口の一本化（生活安心課）

空き家等対策の必要性
空き家等対策は所有者管理が原則であり，行政の管理権限が及ばないが，市民生活に悪影響をおよぼす空き家等に対しては，公共

の福祉の観点から一刻も早い解決が市民から求められている。

(1)庁内体制の充実

(2)空き家の実態把握

(3)調査権限や適正管理への強制力付与

(4)市民協働による取組の推進

４ 推進方策の構築

○対策方針

≪方針１≫ 空き家等の発生・増加を抑制する

≪方針２≫ 空き家等の管理不全の解消を促進する

≪方針３≫ 空き家等の有効活用を促進する

○基本的な考え方

所有者等個人による管理を原則としつつ，地域と行政が

協力・連携した『市民協働』により，推進するものとする。

○施策展開（平成25年度以降取り組むもの）

(1)所有者等における管理意識の向上

(2)空き家等に関する知識・情報の取得

(3)予防対策の充実

１ 発生抑制

(1)経済的事情など対応困難事由の回避

(2)所有者等が特定できない場合の対応

(3)関係法令における類推適用基準の明確化

(4)個人財産への関与

２ 管理不全解消

※利用状態の居宅，初期管理不全の空き家

【区分：居宅，Ａ，Ｂの一部】

①管理不全予防対策

１ 発生抑制 ≪方針１≫

○所有者等に対する管理意識の啓発活動

○まちづくり施策や維持管理に関する情報提供 等

※管理不全な状態 【区分：Ｂの一部，Ｃ，Ｄ】

②適正管理対策

③地域主体の取組促進対策

④支援対策

２ 管理不全解消 ≪方針２≫

○所有者等に対する適正な維持管理要請の徹底

○支援の相談など窓口機能の充実

○地域と連携した情報収集体制の構築

○民法規定の事務管理や応急措置の考え方に基づ

く措置の実施

○空き家等への立入調査等に係る根拠の明確化

○危険回避など緊急性の高い状態への対応検討等

○地域の実情に応じた主体的な活動の促進
○地域における活動実績の周知活動
○地域への助言の実施や活動支援事業等の構築等

○所有者等の自己管理（除却や地域の居場所づく
り等）を促進する支援事業の構築 等

 
◆ 空き家等の発生段階 

 

 1.居住 

2.転居・長期不在等 

3.管理された状態 

4.初期管理不全 
（雑草・樹木繁茂等） 

6.建物腐朽破損 

7.廃屋化・倒壊 

5.適正管理 

世帯あたり人員の減，単身高齢者の増 

3~5 のサイクルから抜け落ちる
と，建物の腐朽が始まる 

建物の腐朽破損は目立たない， 

始まっていない状態 

本市空き家の多数はこの状態で

あると想定される 

これ以上腐朽破損レベルを進行させない対策が

求められる。⇒ 重点施策として取り組む 

発
生
抑
制 

管
理
不
全
解
消 

時
間
的
経
過 

活
用
促
進 

(1)管理不全状態から利活用可能状態への改善

(2)固定資産税特例措置の対応

(3)跡地活用方策の構築

(4)空き家情報の収集・提供の仕組みの構築

３ 活用促進

○空き家等の発生段階区分の課題に対応した施策の位置づけ

居宅

Ａ

Ｃ

注）腐朽破損程度に応じ，空き家をランク分け（Ａ～Ｄ）している。

区分 所有者確認

Ｂ

Ｄ

所有者不明

発
生
抑
制

管
理
不
全
解
消

活
用
促
進

⑤既存ストック
流通促進対策

①管理不全

予防対策

③地域主
体の取組
促進対策⑥

活
用
対
策

②適正管理対策

④
支
援
対
策

※全区分のうち，利活用可能な建物・土地

⑤既存ストックの流通促進対策

⑥活用対策

３ 活用促進 ≪方針３≫

○空き家再生方策の構築

○空き家除却後の跡地や空き地の管理・活用方策

の構築 等

○官民協働による情報提供の仕組みの構築等

§１ 空き家等の現状と問題点
１ 空き家戸数と空き家率

○空き家の総戸数31,930戸の

うち「賃貸・売却用」で74％

○「その他の空き家」で約8,000戸

２ 空き家発生の背景

○世帯あたり人員の減少，高齢化の進行

による単身高齢者世帯の増加

○総住宅数の7割強が昭和56年以降に建築

３ 本市空き家等の特徴と傾向

○相談事案の殆どは雑草・樹木の繁茂に関するもの

○空き家の所在および空き家等にかかる相談事案は市街化区域に集中

○相談にあがってこない「潜在的空き家」が存在する

審
議
会

市民・自治会・空き家所有者等

参加

空
き
家
等
対
策
委
員
会

行政処分等の
意見聴取等

協力・連携

空
き
家
等
連
絡
会
議

助言等

助言

参加

意見交換

○推進体制イメージ

空き家の把握や
所有者調査で協力

警
察
・県
・学
識
経
験
者
等

相談・啓発

§５ 推進方策等
１ 推進体制の整備

(1)空き家等対策委員会【庁内】〔H24.8設置〕

・ 利活用・適正管理にかかる総合的な対策の検討・決定。

(2)空き家等連絡会議【庁外（地域）】

・ 地域との意見交換の場。主に地域と行政により構成する。

(3)審議会【第三者機関】

・ 「行政処分」等を行う際の意見聴取等を行う。主に弁護士や

学識経験者等で構成する。

２ 情報の収集

(1)空き家実態調査【平成25年度実施】

・ 空き家の老朽度合いや所有者の活用意向等を把握する。

(2)空き家等管理システム

・ 空き家等情報を一元管理するデータベースの活用。

(3)地域見回り活動等

・ 地域の自主的な見回り活動等からの情報提供。

３ 制度整備

(1)空き家等に関する条例の制定【平成25年度内制定】

・ 所有者の自己管理意識の啓発や行政が空き家等問題に取り組む上

で有効な方策となるもの。

(2)国・県への措置要望

・ 全国市長会等を通し，法整備や財政措置に関する措置を要望する。

（イメージ図） 
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⑵ 「対策方針」に基づく取組内容 

≪方針１≫ 空き家等の発生・増加を抑制する 

広報紙などのメディア媒体の活用とともに，地域での防犯講習会の開催や固定資産税納税通知の活

用など，空き家等管理の当事者となる所有者等に対して管理に係る意識啓発を実施してきました。 

 

施策①：管理不全予防対策 

 

一方で，意識啓発事業に取り組むものの，所有者から現在の住まいについて，将来の管理や活用に

係る問合せは少ない状況にあります。このことから，意識啓発事業の対象者を十分に捉えきれていな

いのではないか，若しくは理解不足の状況にあるのではないかという懸念があります。そのため，単

身高齢者などのいわゆる「空き家予備軍」への対策について，今後，効果的な広報手段の検討や関係

団体と連携を図った対策の構築が求められます。 

 

≪方針２≫ 空き家等の管理不全の解消を促進する 

市民からの相談事案に対しては，本市独自の「処分基準」に基づく指導等を実施することにより，

管理不全な状態等の解消に一定の成果を上げるとともに，空き家等条例に基づく「緊急措置」の実施

など，適正管理の取組を重点的に推進してきました。 

また，自治会等との意見交換の実施や地域の維持管理等の自主的活動などを支援する補助制度の創

設を行うとともに，樹木剪定業者の紹介など，民間事業者の協力による所有者支援策にも取り組んで

きました。 

 

 

 

  

方策 取組状況 

○所有者等に対する管理意

識の啓発活動 

・各種媒体による啓発活動の実施【平成 26 年度～】 

⇒広報紙（平成 26 年９月政策広報），とちぎテレビ「あんずの宇都宮日記」

（平成 25 年７月放送），空き家等条例周知用チラシ（平成 26 年７月。

3,000 部），防犯講習会における空き家等条例周知，固定資産税納税通

知へ空き家等条例及び空家法施行を周知するチラシを同封（約 180,000

部/年） 

○まちづくり施策や維持管

理に関する情報提供 

・地域と空き家・空き地の管理等につき意見交換を行う「連絡会議」の開

催【平成 26年度】 

⇒自治会及び民間事業者等と意見交換を開催 
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施策②：適正管理対策 

 

施策③：地域主体の取組促進対策 

 

施策④：支援対策 

 

 

方策 取組状況 

○所有者等に対する適正な

維持管理要請の徹底 

・空き家等条例の施行及び処分基準の策定【平成 26 年７月】 

⇒指導や勧告等をした事案の解決率 54.4％（Ｈ26・27 年度累計） 

※平成 27 年５月の空家法の施行により，法に準拠する内容に改正 

○支援の相談など窓口機能

の充実 

・市民からの「空き家」「空き地」に係る相談窓口を生活安心課に一本化

【平成 28 年４月～】 

○地域と連携した情報収集

体制の構築 

・自治会連合会による「空き家調査」との連携構築【平成 26 年度～】 

⇒自治会が主体的に行う空き家調査の結果に基づき，適正管理指導等の調

査依頼を受け，行政が所有者調査を行い，必要に応じて指導等を実施 

○民法規定の事務管理や応

急措置の考え方に基づく

措置の実施 

・民法の規定に基づく「財産管理人の選任申立て」を２件実施（相続財産

管理人・不在者財産管理人）【平成 27年 11 月】 

※内，「不在者財産管理人」においては，裁判所の調査により所有者の不

在が特定できなかったことから取り下げ 

○空き家等への立入調査等

に係る根拠の明確化 

・空き家等条例に「立入調査」を規定【平成 26 年７月】 

 

○危険回避など緊急性の高

い状態への対応検討 

・空き家等条例に「緊急措置」を規定【平成 26 年７月】 

・空き家等条例に基づく「緊急措置」を４件実施（台風により倒木した樹

木の撤去など周辺の安全確保を図る措置）【平成 27・28 年度】 

方策 取組状況 

○地域の実情に応じた主体

的な活動の促進 

・地域の維持管理等の自主的活動を支援する「地域活動費補助金」の創設

【平成 26 年度～】 

⇒平成 28 年度までにのべ 32の地域まちづくり組織に対し補助金を交付。

ただし，市内全 39 地域中 21地域（54％）の申請に止まっている。 

○地域における活動実績の

周知活動 

・政策広報及び「あんずの宇都宮日記」において先進的取組を行う自治会

を紹介【平成 25・26年度】 

○地域への助言の実施や活

動支援事業等の構築 

・「地域活動費補助金」の創設【平成 26 年度】（再掲） 

方策 取組状況 

○所有者等の自己管理を促

進する支援事業の構築 

・民間事業者等との連携により，所有者等に対して協力事業者等を紹介す

る事業を試行的に実施【平成 28 年度】 
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一方で，指導や勧告によっても改善が図られない事案への対応のため，空家法や空き家等条例以外

の民法など関係法令の適用検討が求められています。 

また，地域の実情に応じた主体的な活動のさらなる促進のため，補助対象者の拡充を図るなど，現

行の補助制度の見直しも求められています。 

 

≪方針３≫ 空き家等の有効活用を促進する 

空き家の有効活用を促進するためには，民間市場における円滑な空き家流通の促進とともに，官民

連携による仕組みを構築することが重要であることから，金融機関との連携協定の締結や不動産事業

者等との定期的な勉強会の開催などにより，意見交換を継続的に実施しています。 

また，民間市場への流通の円滑化を図るため，「住宅改修補助金」において，「空き家」を補助対象

に追加するなど，既存制度の見直しにも取り組んでいます。 

 

施策⑤：既存ストックの流通促進対策 

 

施策⑥：活用対策 

 

一方で，引き続き空き家は増加傾向にあることから，空き家を住居としての活用だけではなく，行

政課題・地域課題の解決やコミュニティ形成に資する地域の貴重な資源として活用できるよう，庁内

外の関係者と連携を図りながら効果的な利活用方策の検討を行うことが求められています。 

さらに，民間事業者等との意見交換の中において，空き家等の有効活用の促進のためには，空き家

や跡地を供給する所有者側のニーズ喚起を行うことが必要であるとの意見も踏まえ，宇都宮大学と締

結した共同研究の一環として，空き家所有者への「ヒアリング調査」などを実施しています。 

 

※次項から，これまでの取組の中で，空き家等条例の制定など主な取組について説明します。 

方策 取組状況 

○官民協働による情報提供

の仕組みの構築 

・栃木銀行及び足利銀行と連携協定の締結【平成 28 年２月】 

・民間事業者等との連携により，所有者等に対して協力事業者等を紹介す

る事業を試行的に実施【平成 28 年度】（再掲） 

・官民による「空き家等対策実践連携会議」の開催【平成 28 年８月～】 

方策 取組状況 

○空き家再生方策の構築 ・「住宅改修補助金」において「今後住む予定の空き家」を補助対象に追

加【平成 26年度】 

・中古住宅の取得を促す「住宅取得補助金」の創設【平成 26 年度】 

・「マイホーム借り上げ制度」の取扱認定【平成 26年 11 月～】 

○空き家除却後の跡地や空

き地の管理・活用方策の

構築 

・実践連携会議における空き地等の管理・活用に向けた意見交換を実施【平

成 28 年８月～】 

・宇都宮大学と空き家等対策に係る共同研究の締結【平成 28 年 12 月】 
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２ 「空き家等の適正管理及び有効活用に関する条例」の制定及び「処分基準」の策定 

空き家等の所有者による管理責任を明確にするとともに，空き家等対策に取り組むにあたっての基

本理念や指導等に係る根拠規定を位置付ける「空き家等の適正管理及び有効活用に関する条例」を平

成 26 年３月に制定し，同年７月より施行しました。 

⑴ 空き家等条例制定の目的 

ア 所有者等による管理責任及び利活用意識の向上 

所有者等が空き家等を自主的に管理し，及び地域の資源として活用することを明確にすることに

より，管理責任及び利活用の意識向上を図り，空き家等の発生抑制を図ります。 

イ 空き家等の適正管理対策の徹底 

市が空き家等の個人財産に関与する根拠を明確にし，所有者等に対し管理を義務付けるとともに，

違反者に対する義務履行確保措置（命令等）を規定し，より一層効果的に適正管理を促進します。 

※ 空家法の施行に伴い，立入調査や指導等の措置については，空家法の規定に準拠しています。 

 

⑵ 空き家等条例の主な特徴 

ア 空き家等条例の対象 

地域住民への影響を鑑み，本市においては「空き家」のほか「空き地」も空き家等条例の対象と

し，指導や勧告等により適正な管理の促進を図っています。 

イ 緊急事態への対応 

市民等の生命，身体又は財産に対する被害が差し迫る緊急の場合に限り，市が空き家等に対して

危険を回避する「緊急措置」を講ずることができることとしました。 

ウ 市民協働の推進 

空き家等の適正管理及び有効活用を図るためには，地域における自主的な活動促進や助け合い等，

行政，地域，事業者等との連携や協力による取組も有効であることから，「市民協働」の考え方に

基づき推進することとしています。 

 

⑶ 処分基準の策定【再掲】 

本市の独自基準として，「命令」等の措置を実施する際，客観性と公平性を確保するため，「管理不

全な状態等」の判定基準を明らかにした「処分基準」を策定しました。 

この「処分基準」に定める基準のほか，その他の状況等を勘案した上で，空家法や空き家等条例に

該当する事案かどうかを総合的に判断しています。 

 

⑷ 空き家等条例等に基づく対応状況 

平成 26 年７月の空き家等条例施行以降，管理不全な状態等にある空き家等の所有者等に対し，前述

の処分基準に照らし，指導等をすべき空き家等の状態を判断して適正管理の指導等を実施してきまし

た。 

平成 27 年５月の空家法施行以降は，空き家等条例や処分基準の一部改正を行い，同年 10 月より，

空き家に関する指導等については，空家法に準拠することとしました。 
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ア 市民からの相談に係る体制 

市民や所有者等からの相談に対しては，生活安心課が窓口となり，事案の内容に応じて庁内関係

課と連携を図って対応しています。  

主管課 業務内容 

生活安心課 空き家等の敷地の樹木及び雑草の繁茂等に関すること 

建築指導課 空き家の外壁及び屋根，工作物等の腐朽・破損等に関すること 

道路管理課 空き家等の敷地内の樹木の枝葉又は雑草の道路上へのはみ出しに関すること 

生活衛生課 空き家等の敷地内の衛生動物の発生に関すること 

廃棄物対策課 空き家等の敷地内の廃棄物の投棄に関すること 

住宅課 空き家の有効活用に関すること 

 

 イ 空き家に係る指導等状況（平成 26・27年度の実績） 

処分基準に基づき，管理不全な状態等と判定された空き家の所有者等に対し，助言や指導，勧告

を実施し，54.4％の解決率となっています。 

 平成 26 年度 平成 27 年度 

相談受付件数 349  263  内，H26 重複 ※4 33 

指導等（①） 
215  

〔内，勧告：1〕 

206  

〔内，勧告：5〕 
内，H26 継続 ※5 83 

 
内，解決（②） 

132  

〔内，勧告：0〕 

97  

〔内，勧告：3〕 
 

 解決率（②／①） 61.4％  47.1％  累計解決率 54.4％  

対
応
困
難 

財産管理制度の活用 －  2    

所有者調査中等 ※1 35  52  内，H26 継続 ※5 22 

対応検討 ※2 －  9  内，H26 継続 ※5 8 

指導対象外 ※3 99  76   

※1 戸籍等調査中に加え，相続人が百人を超えるなど実質的に所有者の特定が困難なものを含む 

※2 所有者の所在が不明なものや相続人が誰もいないものなど 

※3 「処分基準」に該当しないもの又は農地法など他法令の対象となるもの，居住しているもの 

※4 平成 26年度に相談を受けたことがある案件 

※5 平成 26年度から継続対応している案件 

 

 ウ 対応困難な事案等 

「所有者が行方不明」や「相続が整理されていない」など戸籍等の調査だけでは所有者が特定で

きないものに加え，所有者が特定できても「経済的な理由」や「判断能力がない」などの理由によ

り管理が不全な状態等が改善されないなど，対応が困難な問題が顕在化しています。 

また，一度改善が図られても再び敷地内の雑草が繁茂し，管理が不全な状態になってしまうなど

（主に年度を重複して相談を受けている事案）の問題も増えています。 
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３ 財産管理制度の活用 

相続放棄等により相続人が誰もいない，所有者が行方不明で所在が分からないなどの事案において，

市が利害関係人となり民法に基づく「財産管理制度」を活用して問題の改善に取り組んでいます。 

 〔取組経緯〕 

  平成 27年 11 月  家庭裁判所において相続財産管理人選任申立ての受理 

  平成 28年 ７月  相続財産管理人の選任 

 

民法の規定に基づく財産管理制度 

相続人が誰もいない（相続人不存在）又は所有者が行方不明（不在者）の事案において，利害関係人

等の申出に基づき家庭裁判所が財産管理人を選任し，選任された財産管理人が当事者に代わって財産の

処分や保存を行う制度 

 

４ 民間事業者等との取組 

⑴ 民間事業者等との意見交換等 

ア 自治会・地域まちづくり組織 

自治会で独自に取り組む「空き家マップ」の作成や遠方にいる所有者から「管理委託」を受けて

実施する草刈りなど，地域で先行する空き家等の取組を参考とし，地域の主体的な取組を支援する

ための「地域活動費補助制度」を平成 26 年度に創設しました。 

また，自治会連合会が実施する『空き家等調査』に基づき判明した問題のある空き家・空き地に

ついては，地域から行政に情報提供をいただき，行政が登記簿等を調査して所有者等が判明した場

合，所有者等に対し空家法等に基づく指導等を行うなどの連携を図っています。 

イ 金融機関（栃木銀行・足利銀行） 

平成 28 年２月に両行と「空き家等対策に係る連携協定」を締結し，相互が連携・協力のもと，そ

れぞれが有する資源を活用し，空き家等の発生抑制や有効活用に係る取組を推進しています。 

  ≪協定事項≫ 

ア 本市における空き家等問題の解決方策の構築に関すること。 

イ 空き家等の発生抑制や有効活用に関すること。 

ウ 所有者等の活用意向等の情報共有に関すること。 

エ その他空き家等対策に必要な事業に関すること。 

ウ 不動産事業者・樹木剪定等業者・ＮＰＯ団体等 

官民連携事業の構築に向け，市内各関係団体等と以下の項目について意見交換を実施しました。 

① 民間活力を活用した適正管理促進方策について 

⇒ 不動産の売買仲介や相続登記代行など，行政が主体的に関与することが難しい事案において，

事業者紹介等の所有者等支援スキームの構築に向けた意見交換を実施しました。 

② 地域コミュニティの形成に資する空き家や空き地の活用方策について 

⇒ 空き家等が地域の貴重な資源となるためには，適正な維持管理がなされ，かつ，地域の意向

に即した活用によりコミュニティ形成に資することが求められることから，地域の意向調査か

ら建物の修繕・改修など最終的な活用までのスキーム構築について意見交換を実施しました。 
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③ 多様な主体の参画可能性について 

⇒ 他市における学生や芸術家などが参画した空き家・空きビルのリノベーション事業の事例な

どを参考とし，若者などによる空き家の活用可能性等について意見交換を実施しました。 

 

⑵ 宇都宮大学との共同研究 

空き家・空き地を地域コミュニティの形成に活用することができるよう，空き家の所有者等への意

向の確認や実際に活用をする際の手法の構築を目的に，宇都宮大学と共同研究に係る契約を締結し

ました。 

この取組の中で地域住民への意向把握等を行う「ワークショップ」の開催や「ヒアリング調査」

の実施とともに，すでに行われている空き家や低未利用地の「活用事例調査」などに取り組んで

います。 

これらの研究の成果は，行政の施策や官民連携事業の構築へ向けた検討材料としても活用を図

ります。 

〔研究期間〕平成 28 年 12 月から平成 30 年３月まで 

 

⑶ 空き家等対策実践連携会議 

  不動産事業者や金融機関等の関係団体等と協力し，所有者の相談内容に応じた協力事業者の紹介な

どを試行的に取り組み，ノウハウの蓄積に加え，行政と民間のそれぞれの役割分担について整理を行

いました。 

 

 〔取組内容〕 

  ① 民間事業者等との協働による「所有者等への支援事業」の実践 

  ② 調査研究業務（民間事業者等の参画可能性検討等） 

 〔取組経緯〕 

  平成 28年 ８月  空き家等対策実践連携会議の立ち上げ 

            所有者等支援事業の試行的実施 
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≪取組構築へ向けたポイント②≫ 

これまで，「対策方針」に基づき，所有者等への意識啓発活動や空家法等による指導等のほか，財産

管理制度の活用や民間事業者等との連携事業の構築など，様々な空き家等対策に取り組んできました。 

また，このような新たな取組が始まる一方で，「所有者が行方不明」や「経済的な理由により改善が

図られない」など，空家法等による指導等では対応が困難な事案などの新たな課題も顕在化してきた

ところです。 

これらの新たな課題へ的確に対応するため，現在明らかになっている課題の性質ごとに取組を構築

することが求められることから，以下のとおり課題を類型化します。 

類型化は，所有者等が特定できて空家法等で対応できるものなのか，また，所有者等の特定が困難

であり，空家法等以外の関係法令で対応すべきものなのかを考慮するため，所有者の特定状況（登記

簿・戸籍等で特定できるかなど）を基準として設定します。 

 

低い ←            所有者等特定状況（難易度）           → 高い 

登記簿・戸籍等により所有者等を特定 登記簿・戸籍等だけでは所有者等が特定困難 

所有者等に特

段の問題なし 

経済的負担困難 

（生活保護受給

者等） 

判断能力欠如 

（認知症・精神

疾患） 

相続未整理等 相続人不存在・所有者不在 

原則，空家法等に基づき対応 空家法等での対応には限界がある（関係法令等の適用） 

 

 

 ⇒取組の構築にあたっては，『所有者等の特定状況』を踏まえることとします。 
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第４章 課題の整理 

本市の現状とこれまでの取組を踏まえ，「空き家の腐朽状況」に応じた『発生抑制』『管理不全解消』

『活用促進』の３つの階層ごとに，「所有者等の特定状況」を踏まえて課題の整理を行います。 

１ 発生抑制 

⑴ 所有者等における管理意識の向上 

・ 空き家等は所有者の財産であり，その管理責任は所有者にあることから，周囲に迷惑や危険を及

ぼす状態とならないよう管理意識の向上を図る取組が必要です。 

⑵ 戦略的な広報手段の確立 

・ 空き家等の管理や活用を促進し，発生抑制を推進するためには，情報発信のターゲット（高齢の

空き家所有者や所有者の親族等，空き家を貴重な地域資源として活用を検討している者など）を設

定した上で，最も効果的なメディアを活用することが求められていることから，戦略的な広報手段

を確立することが必要です。 

⑶ 空き家化の予防促進 

・ 相続が整理されず，権利関係が複雑になってしまう空き家化の発生を抑制するため，所有者が居

住をしている段階から将来の相続や退去した後の活用等を促進するなど，予防的な観点からの対策

に取り組む必要があります。 

 

２ 管理不全解消 

⑴ 行政処分相当事案への対応 

・ 法に基づく指導や勧告にも関わらず危険な状態が解消されない事案への対応が求められているこ

とから，運用基準を整備するとともに，行政代執行等を見据えた行政処分となる「命令」を検討す

る必要があります。 

・ 行政処分による対応のほか，助成制度などによる支援も求められていることから，所有者等の自

己解決を促進する施策を構築する必要があります。 

⑵ 経済的負担困難者への対応 

・ 所有者等に危険な状態の改善の意思があっても，経済的事情により対応が困難な事案があること

から，市民の安全安心の確保の観点から，危険空き家の排除を促進する仕組みを構築する必要があ

ります。 

・ 経済的負担困難者においては，助成制度を活用した場合においても費用負担が困難であったり，

除却後の跡地の管理費用捻出が困難である場合が想定されることから，民間事業者による売買など，

市場流通の促進を図るほか，市場流通されない案件の行政としての対応などを検討することが必要

です。 

⑶ 権利関係が複雑化した事案への対応 

・ 相続が整理されないまま放置されてしまい，相続人が数十人に及ぶなど対応が困難な事案への対

応が求められていることから，相続放棄や遺産分割協議等により権利関係の整理を促進する対策を

構築するとともに，国に対し，法改正を含めた要望の実施を検討する必要があります。 
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⑷ 地域活動の促進及び民間活力の活用 

・ あくまで空き家等は個人（私人）の財産ではあるものの，管理をしたくても出来ない所有者等や

将来への課題認識が低い所有者等が顕在化してきていることから，空き家等の適正な維持管理とと

もに，既存ストックの有効活用の観点も踏まえ，所有者同意のもと，地域や民間事業者等が管理・

利用できる取組の促進を図ることが必要です。 

 

３ 活用促進 

⑴ 需要と供給のニーズ喚起 

・ 空き家等の活用を促進するためには，空き家等を利用したい需要側のニーズとともに，空き家等

の供給側となる所有者の活用意欲を喚起することが求められることから，様々な媒体による情報の

発信とともに，ワークショップや個別相談会等を開催するなど，多様な手法による需要と供給のニ

ーズ喚起を行う必要があります。 

また，発信する情報の内容については，具体的な空き家のリノベーションや跡地活用の取組事例

を紹介し，需給双方に具体的な活用方策をイメージさせることがニーズの掘り起しには効果が期待

できます。 

⑵ 空き家活用方策の構築 

・ 既存ストックの有効活用を図るためには，空き家を住居としての活用だけではなく，地域コミュ

ニティに生かす貴重な資源として再生することが求められることから，行政課題や地域課題を踏ま

えた上での活用方策の構築が必要です。 

・ 地域のコミュニティ形成に資する空き家の活用のためには，地域住民だけではなく，若者や民間

事業者など外部の関係者の連携・協力が求められることから，空き家を活用する実践の機会を創出

するなど，多様な主体が参画した活用方策の構築が必要です。 

⑶ 跡地活用方策の構築 

・ 指導等により一時的に適正な管理がされた空き家や空き地について，その後再び管理が不全な状

態とならない対策が求められていることから，根本的な解決を図るため，まちづくりの観点を踏ま

えた公共的活用や民間事業者による売買仲介などを促進する方策の構築が必要です。 
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≪参考≫ 国の動き 

課題の整理や施策事業の構築にあたっては，本市における現状やこれまでの取組のほか，国における考え

方や施策なども考慮します。 

⑴ 基本的な指針・ガイドライン 

空家法第５条に基づき，国において空家等の定義の考え方など，法の運用上の解釈等を示す「空家等に

関する施策を総合的かつ計画的に実施するための基本的な指針」や，同法第 14条第 14項に基づき，特定

空家等に対する措置の適切な実施を図るために必要な指針（「特定空家等に対する措置」に関する適切な

実施を図るために必要な指針（ガイドライン））が示されていることから，それらの国の指針等の考え方

を踏まえます。 

⑵ 国庫補助等 

国において，各市区町村の空き家等対策を支援するため，「空き家対策総合支援事業」や「特別交付税

措置」など，様々な支援メニューを構築していることから，それらの活用とともに，新たな法整備の状況

など国の動向や社会情勢等を踏まえ，施策の検討等を行うこととします。 

⑶ 「土地政策の新たな方向性2016」～土地・不動産の活用と管理の再構築を目指して～ 

平成 28年 8月に，国土審議会土地政策分科会企画部会において今後の土地政策の新たな方向性が示さ

れたところであり，国においてもこの提言を受けた制度構築等の動きが見られます。この提言の中におい

ては，本格的な人口減少社会を要因とする空き家・空き地の増加や，土地の所有・利用意欲の減退から相

続登記も管理もされない土地の問題が顕在化するなどの社会的背景が指摘されています。これらの問題は

本市においても同様に顕在化してきている問題であることから，本提言の「新たな方向性を踏まえた施策

展開」を参考とし，国の空き家等対策における考え方と整合を図るものとします。 

○土地政策の新たな方向性 

１．国土利用や社会資本整備の戦略に沿って，成長分野の土地需要を確実にとらえ，経済成長を支える

土地利用を実現 

２．これまでに蓄積された宅地ストックをうまく使い，国民生活の質の向上に資するような豊かな土地

利用を実現 

３．（面的な規制・誘導だけでなく）個々の土地に着目した最適な活用・管理（宅地ストックマネジメ

ント）を実現 

 ○新たな方向性を踏まえた施策展開 

  １．最適活用の実現 

２．創造的活用の実現 

（施策の例） 

・行政，住民，宅建業者等の協議会等を通じ，空き家・空き地を寄付等により地域全体や市場で活用す

る取組を支援 

・広く豊かな土地利用の推進（マッチングの仕組みの検討，除却すべき空き家の除却の促進等） 

３．最適活用・創造的活用を支える情報基盤の充実 

４．放棄宅地化の抑制 
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第５章 総合的な対策方針 

１ 空き家等対策により目指す姿 

空き家等条例制定時に定めたとおり，本市において，空き家等対策に取り組むことで実現を目指す

地域社会の姿を以下のように定めます。 

 

２ 基本的な考え方 

空き家等対策においては，「所有者等」による管理を原則としつつ，「地域」「民間事業者」と「行

政」が連携・協力した『市民協働』により推進を図るものとします。 

 

３ 対策方針 

目指す姿を実現するため，基本的な考え方を踏まえ，市としての空き家等問題に取り組む対策方針

を以下に示します。 

 

≪方針１≫ 空き家等の発生・増加を抑制する 

  

 

≪方針２≫ 空き家等の管理不全の解消を促進する 

  

≪方針３≫ 空き家等の有効活用を促進する 

  

 

○ 空き家・空き地を貴重な地域資源として捉え，市場での流通促進や空き家再生，空き家除却後の

跡地や空き地の活用など，有効な利活用を促進する対応方策に取り組みます。 

○ 住まいとして住宅を使用しているときから，所有者等に対して「空き家等」としないための予防

対策を講じることや，空き家等となった場合でも「腐朽破損を進行」させないための対応方策に取

り組みます。 

『市民等の良好な生活環境が保全された安全で安心な魅力ある地域社会』 

○ 空き家等は，行政の管理権限の及ばない個人（私人）の財産であることから，所有者等に対する

指導等の徹底を図るとともに，自主的な管理を促進する支援事業や民間事業者等との連携事業な

ど，効果的な適正管理を促進する対応方策に取り組みます。 
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４ 施策展開 

３つの方針に基づく６つの施策のもと，行政における既存事業や新たな補助事業等の取組のほか，

民間事業者等と連携した空き家等対策に取り組みます。 

 

≪方針１≫ 発生抑制 

 施策①：管理不全予防対策  

取 組 内 容 

所有者等に対する戦略的

な管理意識の啓発 

固定資産税納税通知書へのチラシ同封 

・固定資産税納税通知書への空家法の制度内容や官民連携による支援事

業の周知を図るチラシを同封し，発生抑制に係る所有者等への啓発活動

の充実に取り組む 

多様な媒体による広報活動の検討 

・所有者や活用希望者の属性（年齢・居住地等）に応じた広報活動を検

討する 

・官民連携による所有者等支援事業の周知を検討する 

市民等に対する情報提供 【新】専門家と連携した相談会の開催（☆） 

・地域に出向き，行政による空き家等対策に係る制度紹介とともに，相

続など専門家と連携した相談会を実施する 

【新】発生抑制に資する事業等の周知（☆） 

・官や民による発生抑制に資する事業等を周知する（マイホーム借り上

げ制度・リバースモーゲージローン等） 

空き家の発生を抑制する

取組の推進 

住宅改修補助事業 

・住宅（今後住む予定の空き家を含む）の改修工事（バリアフリー化等）

に要する費用の一部を補助する 

木造住宅耐震診断補助事業 

・住宅（今後住む予定の空き家を含む）の耐震診断等に要する費用の一

部を補助する 

木造住宅耐震改修補助事業 

・住宅（今後住む予定の空き家を含む）の耐震改修に要する費用の一部

を補助する 

木造住宅耐震建替え補助事業 

・建替え前住宅の耐震改修に要する費用相当分の一部を補助する 

【新】は新規の取組，（☆）は官民連携による取組 
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≪方針２≫ 管理不全解消 

 施策②：適正管理対策 

取 組 内 容 

空き家の実態の把握 【新】空き家実態調査の実施 

・本市の実態の把握と対策を講じるための基礎資料とするため，市内全

域を調査対象とし，戸建て空き家の腐朽破損度を調べる実態調査を実施

する 

所有者等に対する適正な

維持管理の徹底 

空家法や条例に基づく措置 

・市が定める「処分基準」に該当する特定空家等又は空き地の所有者等

に対して，空家法や空き家等条例に基づく指導・命令等を実施する 

所有者等の特定が難しい

事案への対応 

財産管理制度の活用 

・相続人不存在若しくは不在者であって，危険な状態等を解消するため

にやむを得ないと認められる場合に限り，市が利害関係人となって家庭

裁判所に「財産管理人」の選任申立てを行う 

成年後見制度等の適用検討 

・所有者に判断能力がない場合や空家法等では対応が難しい事案の場合

に，関係法令に基づく成年後見制度や事務管理の適用を検討する 

  

施策③：地域主体の取組促進対策 

取 組 内 容 

地域の実情に応じた主体

的な活動の促進 

地域活動費補助事業 

・地域活動団体等の取組に対する助成を行い，地域等における継続的な

活動を支援する 

【新】地域内の合意形成や意向把握を支援する協力事業者の紹介（☆） 

・空き家等の活用を検討する所有者や地域活動団体に対し，改修等の技

術的なアドバイスや地域内の合意形成等のためのワークショップ開催

を支援する協力事業者を紹介する 

 

施策④：支援対策 

取 組 内 容 

所有者の自己管理を促進

する支援事業の推進 

【新】老朽危険空き家除却費補助事業 

・危険な状態にある老朽化した空き家の除却に要する費用の一部を補助

する 

【新】「管理」や「相続」に係る協力事業者の紹介（☆） 

・所有者等からの空き家等の維持管理や相続整理に関する相談内容に応

じた役務を提供する協力事業者を紹介する 

経済的負担困難者への支援の検討 

・危険な状態の改善の意思があっても，経済的事情により対応が困難な

所有者に対し，売買等の促進（市場への流通や寄附の相談など）につい

て検討する 
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≪方針３≫ 活用促進 

 施策⑤：既存ストックの流通促進対策 

取 組 内 容 

既存住宅の活用方策の推

進 

住宅取得補助事業 

・中心市街地で住宅（空き家を含む）を新たに取得する世帯について，

取得費の一部を補助する 

サービス付き高齢者向け住宅供給促進事業 

・良質な民間賃貸住宅（空き家を含む）の供給を促進する 

民間賃貸ストック活用促進策の検討 

・借上公営住宅など民間賃貸ストック（空き家を含む）の活用促進策に

ついて検討する 

官民連携による活用方策

の支援 

【新】「売買」に係る協力事業者の紹介（☆） 

・所有者からの空き家等の売却などに関する相談内容に応じた役務を提

供する協力事業者を紹介する 

 

施策⑥：活用対策 

取 組 内 容 

空き家再生方策の推進 【新】空き家再生支援事業 

・空き家を交流施設，体験学習施設，創作活動施設，文化施設等に改修

等する費用の一部を補助する 

多様な活動主体の参画検討（☆） 

・若者や民間事業者など，空き家等を通した多様な主体によるまちづく

りを実現するため，リノベーションなどの実践機会の創出などを検討す

る 

都市機能立地適正化のための財政支援の検討 

・都市機能誘導区域に誘導施設を維持・確保する場合の施設整備費等の

一部支援を検討する 

空き家除却後の跡地や空

き地の管理・活用方策の

推進 

【新】コミュニティひろば整備事業 

・空き地や空き家の除却後の跡地を公共的ひろばに整備する費用の一部

を補助する 

官民連携による空き地等の管理・活用方策の検討（☆） 

・民間ノウハウを活用した空き地等の管理・活用に係るモデル事業とそ

の実践方法を検討する 
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□ 取組の体系的な位置付け 

本計画は，「空き家の腐朽状況」とその階層ごとの「所有者等の特定状況」を踏まえ，それぞれの課

題に対応した取組を体系的に位置付けています。 

 
  

〔凡例〕

注１）固定資産税情報により納付者は知り得るが，真の所有者又は管理者であるかは特定が困難な場合がある。

注２）本市で戸籍や住民票を登録したことがなく，かつ，登記簿記載の住所地から転出等して５年経過している者。権利移動の登記簿反映がない者
（別人が権利書を持っている。相続で係争中など）。
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５ 評価指標 

⑴ 考え方 

  本計画で定める目指す地域社会の姿「市民等の良好な生活環境が保全された安全で安心な魅力ある

地域社会」の達成度を測る観点から，「危険排除」と「管理不全解消」，「有効活用」に関連する評価指

標を設定します。  

  指標は，評価時点で定量的に測定が可能なものを設定します。 

  

⑵ 評価指標 

 ① 相談事案の解決率：80％（計画最終年度における解決率） 

〔考え方〕 

・ 平成 26・27 年度の相談事案における解決率は『54.4％』です。 

〔現況 54.4％ ⇒ 80％以上〕 

 

 ② 危険な状態にある空き家の解消率：50％（５年間の累計） 

〔考え方〕 

・ 平成 26 年度に策定した「処分基準」に基づき，改めて「危険な状態にある空き家

（Ｄランク）」を調査し，判定した「91 戸」をベースとします。 

・ 平成 26 年度から平成 28 年度において「危険な状態にある空き家」が「13 戸」解

消されたことから，現況は『78 戸』となります。 

〔現況 78戸 ⇒ 39 戸以下〕 

 

 ③ 相談を受けた空き家等が流通又は活用された件数：50 件（５年間の累計） 

〔考え方〕 

・ 協力事業者紹介の試行的実施による成果として，民間市場に流通された空き家は 

『２件』です。 

〔現況 ２件 ⇒ 50 件〕 
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第６章 推進体制 

計画の推進については，庁内の検討組織に加え，空き家等条例に基づく審議会や専門委員からの意見

を適宜いただくとともに，官民連携組織と連携・協力を図りながら空き家等対策に取り組みます。 

 

１ 庁内検討組織 

⑴ 空き家等対策委員会〔庁内 11 課室〕 

 ○ 所掌事務 

・ 施策事業の構築（所有者等支援策の検討など） 

・ 空き家等対策計画に関すること（計上事業の進行管理など） 

・ 関係団体等との連絡調整等（自治会連合会や官民連携組織等との調整など） 

⑵ 危険空き家等対応検討委員会〔庁内 10 課室〕 

 ○ 所掌事務 

・ 所有者等に対する空家法や空き家等条例に基づく，命令・罰則等・代執行の実施検討（運用基

準の作成含む。）   

・ 指導等や上記対応では解決が困難な事案に対する関係法令の適用検討 

⑶ 市民からの相談に係る体制【再掲】 

市民や所有者等からの相談に対しては，生活安心課が窓口となり，事案の内容に応じて庁内関係課

と連携を図って対応しています。 

主管課 業務内容 

生活安心課 空き家等の敷地の樹木及び雑草の繁茂等に関すること 

建築指導課 空き家の外壁及び屋根，工作物等の腐朽・破損等に関すること 

道路管理課 空き家等の敷地内の樹木の枝葉又は雑草の道路上へのはみ出しに関すること 

生活衛生課 空き家等の敷地内の衛生動物の発生に関すること 

廃棄物対策課 空き家等の敷地内の廃棄物の投棄に関すること 

住宅課 空き家の有効活用に関すること 

 

２ 空き家等条例に基づく外部組織 

⑴ 空き家等対策審議会 

 ア 組  織  委員７人以内（条例第 17条３項） 

イ 委員構成  ・建築士（規則第７条１号） 

        ・弁護士（規則第７条２号） 

        ・学識経験者（規則第７条３号） 

        ・市長が必要と認める者（規則第７条４号） 

ウ 委員の任期  ２年 

エ 審議内容  ・「危険な状態」の判断基準策定・改正にあたっての意見 

・「命令」(条例第 12条)や「応急代行措置」(条例第 13 条)の実施にあたっての意見 

⑵ 空き家等対策専門委員 

ア 組  織  委員７人以内（規則第 14 条２項） 

イ 委  員  学識経験を有する者（規則第 14条３項） 

ウ 委員の任期  ２年 

エ 聴取内容  「緊急措置」に該当する建築材の飛散や倒木のおそれがある場合，個々の事象に応

じた専門的な知識・経験を有する者から個別に意見を聴取  
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３ 官民連携組織 

本計画においては，空き家等の様々な問題に対応する上で，市民や民間事業者等との「協働」を基

本的な考え方として位置付けており，その考え方を具現化するひとつである官民連携組織において，

市と民間事業者等がそれぞれの役割を担い，空き家等の管理や活用に向けた取組を実施します。 

 

⑴ 目的 

多様化・複雑化する空き家等問題に対応するため，関係団体等と行政が連携を図り，空き家等の『管

理』『相続』『売買』『活用』に関する情報発信や所有者等の相談内容に応じた役務を提供できる事業者

等（以下「協力事業者」という。）の紹介を行い，所有者等や地域が抱える問題の解消を支援するとと

もに，空き家等の管理・活用に係る官民連携方策の調査研究に取り組み，空き家等対策を通した魅力

ある地域社会の実現に寄与することを目的とする。 

 

⑵ 事業内容 

ア 情報発信業務 

所有者等や地域活動団体等に対する情報提供や広報活動等を実施します。 

   ○ 連携組織として支援できる業務内容の情報提供 

   ○ 空き家等の発生抑制に資する相談会等の開催 等 

イ 協力事業者の紹介業務 

所有者等からの相談・支援申込みに基づき，協力事業者の紹介を行います。 

○ 「管理」「相続」「売買」「活用」に関する協力事業者（樹木剪定・草刈業者，解体業者，司法

書士，不動産仲介業者等）の紹介 

 

ウ 調査研究業務 

空き家・空き地の管理や活用に係る官民連携事業の構築に向けた意見交換を実施するとともに，

検討の熟度に応じてモデル事業の実施などに取り組みます。 

○ 意見交換の実施 

○ 官民連携による空き家等の管理・活用に係るモデル事業の検討と試行的実施 
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資料編 

○空家等対策の推進に関する特別措置法（平成二十六年法律第百二十七号） 

（目的） 

第一条 この法律は、適切な管理が行われていない空家等が防災、衛生、景観等の地域住民の

生活環境に深刻な影響を及ぼしていることに鑑み、地域住民の生命、身体又は財産を保護す

るとともに、その生活環境の保全を図り、あわせて空家等の活用を促進するため、空家等に

関する施策に関し、国による基本指針の策定、市町村（特別区を含む。第十条第二項を除き、

以下同じ。）による空家等対策計画の作成その他の空家等に関する施策を推進するために必

要な事項を定めることにより、空家等に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、もって公

共の福祉の増進と地域の振興に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第二条 この法律において「空家等」とは、建築物又はこれに附属する工作物であって居住そ

の他の使用がなされていないことが常態であるもの及びその敷地（立木その他の土地に定着

する物を含む。）をいう。ただし、国又は地方公共団体が所有し、又は管理するものを除く。 

２ この法律において「特定空家等」とは、そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険とな

るおそれのある状態又は著しく衛生上有害となるおそれのある状態、適切な管理が行われて

いないことにより著しく景観を損なっている状態その他周辺の生活環境の保全を図るため

に放置することが不適切である状態にあると認められる空家等をいう。 

（空家等の所有者等の責務） 

第三条 空家等の所有者又は管理者（以下「所有者等」という。）は、周辺の生活環境に悪影

響を及ぼさないよう、空家等の適切な管理に努めるものとする。 

（市町村の責務） 

第四条 市町村は、第六条第一項に規定する空家等対策計画の作成及びこれに基づく空家等に

関する対策の実施その他の空家等に関する必要な措置を適切に講ずるよう努めるものとす

る。 

（基本指針） 

第五条 国土交通大臣及び総務大臣は、空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するた

めの基本的な指針（以下「基本指針」という。）を定めるものとする。 

２ 基本指針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 空家等に関する施策の実施に関する基本的な事項 

二 次条第一項に規定する空家等対策計画に関する事項 

三 その他空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するために必要な事項 

３ 国土交通大臣及び総務大臣は、基本指針を定め、又はこれを変更しようとするときは、あ
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らかじめ、関係行政機関の長に協議するものとする。 

４ 国土交通大臣及び総務大臣は、基本指針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、

これを公表しなければならない。 

（空家等対策計画） 

第六条 市町村は、その区域内で空家等に関する対策を総合的かつ計画的に実施するため、基

本指針に即して、空家等に関する対策についての計画（以下「空家等対策計画」という。）

を定めることができる。 

２ 空家等対策計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 空家等に関する対策の対象とする地区及び対象とする空家等の種類その他の空家等に関す

る対策に関する基本的な方針 

二 計画期間 

三 空家等の調査に関する事項 

四 所有者等による空家等の適切な管理の促進に関する事項 

五 空家等及び除却した空家等に係る跡地（以下「空家等の跡地」という。）の活用の促進に

関する事項 

六 特定空家等に対する措置（第十四条第一項の規定による助言若しくは指導、同条第二項の

規定による勧告、同条第三項の規定による命令又は同条第九項若しくは第十項の規定による

代執行をいう。以下同じ。）その他の特定空家等への対処に関する事項 

七 住民等からの空家等に関する相談への対応に関する事項 

八 空家等に関する対策の実施体制に関する事項 

九 その他空家等に関する対策の実施に関し必要な事項 

３ 市町村は、空家等対策計画を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを公表し

なければならない。 

４ 市町村は、都道府県知事に対し、空家等対策計画の作成及び変更並びに実施に関し、情報

の提供、技術的な助言その他必要な援助を求めることができる。 

（協議会） 

第七条 市町村は、空家等対策計画の作成及び変更並びに実施に関する協議を行うための協議

会（以下この条において「協議会」という。）を組織することができる。 

２ 協議会は、市町村長（特別区の区長を含む。以下同じ。）のほか、地域住民、市町村の議

会の議員、法務、不動産、建築、福祉、文化等に関する学識経験者その他の市町村長が必要

と認める者をもって構成する。 

３ 前二項に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、協議会が定める。 

（都道府県による援助） 



 

 

- 37 - 

第八条 都道府県知事は、空家等対策計画の作成及び変更並びに実施その他空家等に関しこの

法律に基づき市町村が講ずる措置について、当該市町村に対する情報の提供及び技術的な助

言、市町村相互間の連絡調整その他必要な援助を行うよう努めなければならない。 

（立入調査等） 

第九条 市町村長は、当該市町村の区域内にある空家等の所在及び当該空家等の所有者等を把

握するための調査その他空家等に関しこの法律の施行のために必要な調査を行うことがで

きる。 

２ 市町村長は、第十四条第一項から第三項までの規定の施行に必要な限度において、当該職

員又はその委任した者に、空家等と認められる場所に立ち入って調査をさせることができる。 

３ 市町村長は、前項の規定により当該職員又はその委任した者を空家等と認められる場所に

立ち入らせようとするときは、その五日前までに、当該空家等の所有者等にその旨を通知し

なければならない。ただし、当該所有者等に対し通知することが困難であるときは、この限

りでない。 

４ 第二項の規定により空家等と認められる場所に立ち入ろうとする者は、その身分を示す証

明書を携帯し、関係者の請求があったときは、これを提示しなければならない。 

５ 第二項の規定による立入調査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはな

らない。 

（空家等の所有者等に関する情報の利用等） 

第十条 市町村長は、固定資産税の課税その他の事務のために利用する目的で保有する情報で

あって氏名その他の空家等の所有者等に関するものについては、この法律の施行のために必

要な限度において、その保有に当たって特定された利用の目的以外の目的のために内部で利

用することができる。 

２ 都知事は、固定資産税の課税その他の事務で市町村が処理するものとされているもののう

ち特別区の存する区域においては都が処理するものとされているもののために利用する目

的で都が保有する情報であって、特別区の区域内にある空家等の所有者等に関するものにつ

いて、当該特別区の区長から提供を求められたときは、この法律の施行のために必要な限度

において、速やかに当該情報の提供を行うものとする。 

３ 前項に定めるもののほか、市町村長は、この法律の施行のために必要があるときは、関係

する地方公共団体の長その他の者に対して、空家等の所有者等の把握に関し必要な情報の提

供を求めることができる。 

（空家等に関するデータベースの整備等） 

第十一条 市町村は、空家等（建築物を販売し、又は賃貸する事業を行う者が販売し、又は賃

貸するために所有し、又は管理するもの（周辺の生活環境に悪影響を及ぼさないよう適切に
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管理されているものに限る。）を除く。以下第十三条までにおいて同じ。）に関するデータ

ベースの整備その他空家等に関する正確な情報を把握するために必要な措置を講ずるよう

努めるものとする。 

（所有者等による空家等の適切な管理の促進） 

第十二条 市町村は、所有者等による空家等の適切な管理を促進するため、これらの者に対し、

情報の提供、助言その他必要な援助を行うよう努めるものとする。 

（空家等及び空家等の跡地の活用等） 

第十三条 市町村は、空家等及び空家等の跡地（土地を販売し、又は賃貸する事業を行う者が

販売し、又は賃貸するために所有し、又は管理するものを除く。）に関する情報の提供その

他これらの活用のために必要な対策を講ずるよう努めるものとする。 

（特定空家等に対する措置） 

第十四条 市町村長は、特定空家等の所有者等に対し、当該特定空家等に関し、除却、修繕、

立木竹の伐採その他周辺の生活環境の保全を図るために必要な措置（そのまま放置すれば倒

壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態又は著しく衛生上有害となるおそれのある

状態にない特定空家等については、建築物の除却を除く。次項において同じ。）をとるよう

助言又は指導をすることができる。 

２ 市町村長は、前項の規定による助言又は指導をした場合において、なお当該特定空家等の

状態が改善されないと認めるときは、当該助言又は指導を受けた者に対し、相当の猶予期限

を付けて、除却、修繕、立木竹の伐採その他周辺の生活環境の保全を図るために必要な措置

をとることを勧告することができる。 

３ 市町村長は、前項の規定による勧告を受けた者が正当な理由がなくてその勧告に係る措置

をとらなかった場合において、特に必要があると認めるときは、その者に対し、相当の猶予

期限を付けて、その勧告に係る措置をとることを命ずることができる。 

４ 市町村長は、前項の措置を命じようとする場合においては、あらかじめ、その措置を命じ

ようとする者に対し、その命じようとする措置及びその事由並びに意見書の提出先及び提出

期限を記載した通知書を交付して、その措置を命じようとする者又はその代理人に意見書及

び自己に有利な証拠を提出する機会を与えなければならない。 

５ 前項の通知書の交付を受けた者は、その交付を受けた日から五日以内に、市町村長に対し、

意見書の提出に代えて公開による意見の聴取を行うことを請求することができる。 

６ 市町村長は、前項の規定による意見の聴取の請求があった場合においては、第三項の措置

を命じようとする者又はその代理人の出頭を求めて、公開による意見の聴取を行わなければ

ならない。 

７ 市町村長は、前項の規定による意見の聴取を行う場合においては、第三項の規定によって
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命じようとする措置並びに意見の聴取の期日及び場所を、期日の三日前までに、前項に規定

する者に通知するとともに、これを公告しなければならない。 

８ 第六項に規定する者は、意見の聴取に際して、証人を出席させ、かつ、自己に有利な証拠

を提出することができる。 

９ 市町村長は、第三項の規定により必要な措置を命じた場合において、その措置を命ぜられ

た者がその措置を履行しないとき、履行しても十分でないとき又は履行しても同項の期限ま

でに完了する見込みがないときは、行政代執行法（昭和二十三年法律第四十三号）の定める

ところに従い、自ら義務者のなすべき行為をし、又は第三者をしてこれをさせることができ

る。 

10 第三項の規定により必要な措置を命じようとする場合において、過失がなくてその措置を

命ぜられるべき者を確知することができないとき（過失がなくて第一項の助言若しくは指導

又は第二項の勧告が行われるべき者を確知することができないため第三項に定める手続に

より命令を行うことができないときを含む。）は、市町村長は、その者の負担において、そ

の措置を自ら行い、又はその命じた者若しくは委任した者に行わせることができる。この場

合においては、相当の期限を定めて、その措置を行うべき旨及びその期限までにその措置を

行わないときは、市町村長又はその命じた者若しくは委任した者がその措置を行うべき旨を

あらかじめ公告しなければならない。 

11 市町村長は、第三項の規定による命令をした場合においては、標識の設置その他国土交通

省令・総務省令で定める方法により、その旨を公示しなければならない。 

12 前項の標識は、第三項の規定による命令に係る特定空家等に設置することができる。この

場合においては、当該特定空家等の所有者等は、当該標識の設置を拒み、又は妨げてはなら

ない。 

13 第三項の規定による命令については、行政手続法（平成五年法律第八十八号）第三章（第

十二条及び第十四条を除く。）の規定は、適用しない。 

14 国土交通大臣及び総務大臣は、特定空家等に対する措置に関し、その適切な実施を図るた

めに必要な指針を定めることができる。 

15 前各項に定めるもののほか、特定空家等に対する措置に関し必要な事項は、国土交通省令・

総務省令で定める。 

（財政上の措置及び税制上の措置等） 

第十五条 国及び都道府県は、市町村が行う空家等対策計画に基づく空家等に関する対策の適

切かつ円滑な実施に資するため、空家等に関する対策の実施に要する費用に対する補助、地

方交付税制度の拡充その他の必要な財政上の措置を講ずるものとする。 

２ 国及び地方公共団体は、前項に定めるもののほか、市町村が行う空家等対策計画に基づく
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空家等に関する対策の適切かつ円滑な実施に資するため、必要な税制上の措置その他の措置

を講ずるものとする。 

（過料） 

第十六条 第十四条第三項の規定による市町村長の命令に違反した者は、五十万円以下の過料

に処する。 

２ 第九条第二項の規定による立入調査を拒み、妨げ、又は忌避した者は、二十万円以下の過

料に処する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から起算して三月を超えない範囲内において政令で定める日から施

行する。ただし、第九条第二項から第五項まで、第十四条及び第十六条の規定は、公布の日

から起算して六月を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。 

（検討） 

２ 政府は、この法律の施行後五年を経過した場合において、この法律の施行の状況を勘案し、

必要があると認めるときは、この法律の規定について検討を加え、その結果に基づいて所要

の措置を講ずるものとする。 
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○宇都宮市空き家等の適正管理及び有効活用に関する条例 

（目的） 

第１条 この条例は，空き家等の適正管理及び有効活用に関し必要な事項を定めることにより，

空き家等が周辺の生活環境を害し，及び市民等の生命，身体又は財産に被害を及ぼすことを

防止し，もって市民等の良好な生活環境の保全及び安全で安心な魅力ある地域社会の実現に

寄与することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において，次の各号に掲げる用語の意義は，それぞれ当該各号に定めるとこ

ろによる。 

⑴ 空き家 市内に所在する建物及びこれに附属する工作物並びにこれらの敷地であって，

常態として人が使用していないものをいう。ただし，国又は地方公共団体が所有し，又は

管理するものを除く。 

⑵ 空き地 市内に所在する土地であって，常態として人が使用していないものをいう。た

だし，国又は地方公共団体が所有し，又は管理するものを除く。 

⑶ 空き家等 空き家又は空き地をいう。 

⑷ 所有者等 空き家等を所有し，又は管理する者をいう。 

⑸ 市民等 市内に居住し，滞在し，勤務し，又は在学する者及び市内に所在する法人その

他の団体をいう。 

⑹ 管理不全な状態 空き家等が次の各号のいずれかに該当する場合であって，当該空き家

等の周辺の生活環境を害するおそれがある状態をいう。 

ア 外壁，屋根その他の建築材の一部が剥落し，又は破損している状態 

イ 窓又は扉が破損し，不特定の者が侵入することができる状態 

ウ 雑草が繁茂している状態 

エ 樹木の枝葉又は雑草が，隣地にはみ出している状態又は道路上にはみ出し安全な通行

を確保する上での妨げとなっている状態 

オ ねずみ，はえ，蚊その他の衛生動物又は悪臭が発生している状態 

カ 廃棄物が投棄されている状態 

キ アからカまでのいずれかに類するものとして市長が認める状態 

⑺ 危険な状態 空き家等が次の各号のいずれかに該当する場合であって，市民等の生命，

身体又は財産に被害を及ぼすおそれがある状態をいう。 

ア 老朽化その他の事由により倒壊するおそれがある状態 

イ 風雨，地震その他の自然現象により建築材が飛散し，又は崩落するおそれがある状態  

ウ ア又はイに掲げるもののほか，管理不全な状態であって周辺の生活環境を著しく害す
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るおそれがあると市長が認める状態 

（基本理念） 

第３条 空き家等の適正管理及び有効活用は，市，所有者等及び市民等が，管理不全な状態又

は危険な状態（以下「管理不全な状態等」という。）となった空き家等が市民等の良好な生

活環境並びに地域社会の安全及び安心を脅かす重大な問題であることを認識し，協働又は協

力して取り組むことを基本として行わなければならない。 

（所有者等の責務） 

第４条 所有者等は，その社会的責任を自覚し，前条の基本理念（以下「基本理念」という。）

にのっとり，自らの責任及び負担において空き家等が管理不全な状態等にならないよう，常

に適正にこれを管理しなければならない。 

２ 所有者等は，空き家等の適正管理又は有効活用に関する市又は市民等の取組に協力しなけ

ればならない。 

（市の責務） 

第５条 市は，基本理念にのっとり，空き家等の適正管理及び有効活用に関し，必要な施策を

総合的に講じなければならない。 

２ 市は，空き家等の適正管理又は有効活用に関する所有者等又は市民等の取組に協力し，必

要な支援に努めなければならない。 

（市民等の役割） 

第６条 市民等は，基本理念にのっとり，市民等同士の協力又は連携により，空き家等の適正

管理又は有効活用に関する必要な取組の実施に努めるものとする。 

２ 市民等は，管理不全な状態等である空き家等があると認めるときは，市にその情報を提供

するよう努めるものとする。 

（当事者による解決との関係） 

第７条 この条例は，管理不全な状態等にある空き家等の所有者等及び当該空き家等に関する

紛争の相手方（以下「当事者」という。）が，当事者同士の合意，訴訟その他の当事者によ

る当該紛争の解決を図ることを妨げるものではない。 

（空き家等の有効活用等） 

第８条 市及び所有者等は，空き家等が所有者等により使用されること，第三者の居住その他

の活動のために貸与されること等により，地域の資源として，居住の促進，良好な生活環境

の形成，地域社会の維持等，まちづくりに寄与するものとして有効活用されるよう努めるも

のとする。 

（調査等） 

第９条 空き家に関する立入調査等については，空家等対策の推進に関する特別措置法（平成
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２６年法律第１２７号。以下「法」という。）第９条に定めるところによる。 

２ 市長は，空き地を発見したとき又は市民等から第６条第２項の規定による情報提供（空き

地の情報に限る。）を受けたときは，当該空き地の状態及び所有者等について必要な調査を

することができる。 

３ 市長は，空き地に関しこの条例の施行に必要な限度において，所有者等若しくは市民等に

対し，必要な報告を求め，又はその職員に管理不全な状態等の空き地に立ち入らせ，空き地

の状態及び所有者等を調査させ，若しくは関係者に質問させることができる。  

４ 市長は，前項の規定により職員を空き地に立ち入らせようとするときは，その５日前まで

に，当該空き地の所有者等にその旨を通知しなければならない。ただし，当該所有者等に対

し通知することが困難であるときは，この限りでない。 

５ 第３項の規定により立入調査又は質問をする職員は，その身分を示す証明書を携帯し，関

係者の請求があったときは，これを提示しなければならない。 

６ 第３項の規定による立入調査又は質問の権限は，犯罪捜査のために認められたものと解釈

してはならない。 

（助言又は指導） 

第１０条 空き家の所有者等に対する助言又は指導については，法第１４条第１項に定めると

ころによる。 

２ 市長は，空き地が管理不全な状態等であると認めるときは，当該空き地の所有者等に対し，

管理不全な状態等を解消するために必要な措置を講ずるよう助言又は指導することができ

る。 

（勧告） 

第１１条 空き家の所有者等に対する勧告については，法第１４条第２項に定めるところによ

る。 

２ 市長は，前条第２項の規定による助言又は指導を受けた者が，その助言又は指導に係る措

置を講じない場合において，当該空き地がなお管理不全な状態等にあると認めるときは，当

該助言又は指導を受けた者に対し，相当の期限を定めて，管理不全な状態等を解消するため

に必要な措置を講ずるよう勧告することができる。 

（命令） 

第１２条 空き家の所有者等に対する命令については，法第１４条第３項から第７項まで及び

第１３項に定めるところによる。 

２ 市長は，前条第２項の規定による勧告を受けた者が，正当な理由なく当該勧告に係る措置

を講じない場合において，当該空き地が危険な状態であると認めるときは，当該勧告を受け

た者に対し，相当の期限を定めて，危険な状態を解消するために必要な措置を講ずるよう命
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ずることができる。 

３ 市長は，前項の措置を命じようとする場合においては，あらかじめ，その措置を命じよう

とする者に対し，その命じようとする措置及びその事由並びに意見書の提出先及び提出期限

を記載した通知書を交付して，その措置を命じようとする者又はその代理人に意見書及び自

己に有利な証拠を提出する機会を与えなければならない。 

４ 前項の通知書の交付を受けた者は，その交付を受けた日から５日以内に，市長に対し，意

見書の提出に代えて公開による意見の聴取を行うことを請求することができる。  

５ 市長は，前項の規定による意見の聴取の請求があった場合においては，第２項の措置を命

じようとする者又はその代理人の出頭を求めて，公開による意見の聴取を行わなければなら

ない。 

６ 市長は，前項の規定による意見の聴取を行う場合においては，第２項の規定によって命じ

ようとする措置並びに意見の聴取の期日及び場所を，期日の３日前までに，前項に規定する

者に通知するとともに，これを公告しなければならない。 

７ 第２項の規定による命令については，宇都宮市行政手続条例（平成８年条例第４１号）  

第３章（第１２条及び第１４条を除く。）の規定は適用しない。 

８ 市長は，第１項又は第２項の規定による命令をする場合は，あらかじめ，第１７条に規定

する宇都宮市空き家等対策審議会の意見を聴かなければならない。ただし，緊急を要する場

合は，この限りでない。 

（応急代行措置） 

第１３条 第１０条から前条までの規定による助言，指導，勧告又は命令（以下「指導等」と

いう。）を受けた者は，当該指導等に係る空き家等が危険な状態にあり，かつ，やむを得な

い理由により必要な措置を講ずることができないときは，市長に対し，当該措置を市長が代

わって講ずるよう申し出ることができる。 

２ 市長は，前項の規定による申出があった場合において，当該申出に係る空き家等が危険な

状態にあり，かつ，当該申出をした者が必要な措置を講ずることができない正当な理由があ

ると認める場合に限り，当該空き家等の危険な状態を応急的に解消するために必要な最低限

度の措置（以下「応急代行措置」という。）を当該申出をした者に代わって講ずることがで

きる。 

３ 市長は，前項の応急代行措置を講じたときは，当該応急代行措置に要した費用を当該応急

代行措置に係る申出をした者から徴収するものとする。 

４ 市長は，第２項の応急代行措置を講ずるときは，当該応急代行措置の内容及び前項の規定

による費用の徴収その他市長が必要と認める事項について，あらかじめ，当該空き家等の所

有者等の同意を得なければならない。 
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５ 市長は，第２項の応急代行措置を講ずるときは，あらかじめ，第１７条に規定する宇都宮

市空き家等対策審議会の意見を聴かなければならない。ただし，緊急を要する場合は，この

限りでない。 

（公示等） 

第１４条 第１２条第１項に規定する命令をした場合における公示については，法第１４条第

１１項及び第１２項に定めるところによる。 

２ 市長は，第１２条第２項の規定による命令を受けた者が，正当な理由なく当該命令に係る

措置を講じない場合は，次に掲げる事項を公表することができる。 

⑴ 所有者等の氏名及び住所（法人にあっては，主たる事業所の所在地，名称及び代表者の

氏名） 

⑵ 空き地の所在地 

⑶ 命令の内容 

⑷ その他市長が必要と認める事項 

３ 市長は，前項の規定により公表をしようとするときは，あらかじめ，当該公表に係る所有

者等に対し，弁明の機会を付与しなければならない。 

（行政代執行法の適用） 

第１５条 第１２条第１項に規定する命令をした場合における当該命令に係る措置の履行の

確保については，法第１４条第９項に定めるところによる。 

２ 第１２条第２項の規定による命令を受けた者が，当該命令に係る措置を講じない場合にお

ける当該措置の履行の確保については，行政代執行法（昭和２３年法律第４３号）の定める

ところによる。 

（緊急措置） 

第１６条 市長は，空き家等が危険な状態にあり，かつ，これを放置することにより市民等の

生命，身体又は財産に被害を及ぼすことが明らかである場合であって，所有者等に指導等を

行う時間的余裕がないと認めるときに限り，当該空き家等の危険な状態を緊急に回避するた

めに必要な最低限度の措置（以下「緊急措置」という。）を自ら講ずることができる。  

２ 市長は，前項の緊急措置を講じたときは，当該緊急措置に要した費用を当該緊急措置に係

る空き家等の所有者等から徴収することができる。 

（空き家等対策審議会） 

第１７条 市に，宇都宮市空き家等対策審議会（以下「審議会」という。）を置く。  

２ 審議会は，市長の諮問に応じ，次に掲げる事項を所掌する。 

⑴ 第１２条第１項又は第２項に規定する命令について，同条第８項の規定に基づき意見を

述べること。 
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⑵ 第１３条第１項に規定する応急代行措置について，同条第５項の規定に基づき意見を述

べること。 

⑶ 前２号に掲げるもののほか，この条例の施行に関し必要な事項を調査審議すること。  

３ 審議会は，委員７人以内をもって組織する。 

４ 前項に定めるもののほか，審議会の組織及び運営について必要な事項は，市長が定める。 

（専門的知識を有する者からの意見） 

第１８条 市長は，第１６条第１項に規定する緊急措置を講ずるときその他この条例の施行に

関し必要があると認めるときは，専門的知識を有する者の意見を聴くことができる。  

（警察その他の関係機関との連携） 

第１９条 市長は，この条例の目的を達成するために必要があると認めるときは，警察署その

他の関係行政機関に必要な措置を講ずるよう要請することができる。 

（関係法令の適用） 

第２０条 市長は，空き家等の適正管理のために必要があると認めるときは，関係法令を適用

し，必要な措置を講ずるものとする。 

（委任） 

第２１条 この条例の施行に関し必要な事項は，市長が定める。 

（罰則） 

第２２条 第１２条第１項に規定する命令に違反した者に対する罰則については，法第１６条

第１項に定めるところによる。 

２ 第１２条第２項の規定による命令を受けたにもかかわらず，正当な理由なく当該命令に係

る措置を講じない者は，５０，０００円以下の過料に処する。 

３ 第９条第１項に規定する立入調査等のうち，法第９条第２項の規定による立入調査を拒み，

妨げ，又は忌避した者に対する罰則については，法第１６条第２項に定めるところによる。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は，平成２６年７月１日から施行する。ただし，第１７条の規定は，同年４月１

日から施行する。 

 （宇都宮市みんなでごみのないきれいなまちをつくる条例の一部改正） 

２ 宇都宮市みんなでごみのないきれいなまちをつくる条例（平成２０年条例第３６号）の一

部を次のように改正する。 

  第１１条第３項を削る。 

附 則 

 この条例は，平成２７年１０月１日から施行する。  
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○宇都宮市空き家等の適正管理及び有効活用に関する条例等に係る処分基準 

 （目的） 

第１ 宇都宮市空き家等の適正管理及び有効活用に関する条例（以下「条例」という。）及び

空家等対策の推進に関する特別措置法（以下「法」という。）の適正な運用を図るため，条

例第２条第６号に規定する「管理不全な状態」，同条第７号に規定する「危険な状態」，法

第２条第２項に規定する「特定空家等」並びに条例第１６条第１項に規定する「緊急措置」

を適用する状態の判定基準及び条例第１２条第２項に規定する「命令」，第１３条第２項に

規定する「応急代行措置」，第１４条第２項に規定する「公示等」並びに第２２条第２項に

規定する「罰則」に係る「正当な理由」の認定基準について，条例，条例施行規則及び法に

定めるもののほか，本基準において定める。 

 （状態の判定基準） 

第２ 条例第２条第６号及び第７号に規定する状態の判定は，別表１（ⅰ）欄の判定基準によ

るほか，同表（ⅱ）欄の着眼点を例示とし，その他季節並びに気象及び第三者行為による影

響等を勘案した上で，総合的に判断するものとする。 

２ 条例第２条第６号ア及び第７号（但し，ウにおいては樹木の倒木に限る。）における周囲

への影響度は，別表２により評価するものとする。 

３ 法第２条第２項に規定する特定空家等の判定の基準については，前２項の基準（空き家に

関するものに限る。）を準用する。 

４ 条例第１６条第１項に規定する「緊急措置」については，危険な状態の進行度及び周囲へ

の影響度を考慮し，指導等を行う時間的余裕がない状態であるかを判断するものとする。  

 （正当な理由の認定基準） 

第３ 条例第１２条第２項に規定する「命令」，第１３条第２項に規定する「応急代行措置」，

第１４条第２項に規定する「公示等」及び第２２条第２項に規定する「罰則」に係る正当な

理由の認定は，別表３（ⅰ）欄の認定基準によるほか，同表（ⅱ）欄の着眼点を例示とし，

適用する措置の内容及び所有者等の生活状況等を勘案した上で，総合的に判断するものとす

る。 

２ 法第１４条第３項に規定する命令に係る正当な理由の認定基準については，前項の基準

（条例第１２条第２項に規定する命令に関するものに限る。）を準用する。 

 附則 

この基準は，平成２６年７月１日から実施する。 

附則 

この基準は，平成２７年１０月１日から実施する 
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蔦
等
の
雑
草
が
住
居
や
構
造
物
に
か
ら
ま
っ
て
い
る
も
の

 

ウ
 
落
下
し
た
枝
葉
又
は
果
実
等
が
腐
敗
し
て
い
る
も
の

 

エ
 
防
犯
灯
又
は
電
線
等
に
樹
木
の
枝
葉
や
雑
草
が
か
ら
ま
っ
て
い
る
も
の

 

 
樹

木
の

枝
葉

又
は

雑
草

の

道
路

上
へ

の

は
み
出
し

 

⑴
 
樹
木
の
枝
葉
又
は
雑
草
が
，
現
認
で
き
る
境
界
（
フ

ェ
ン
ス
や
壁
等
）
か
ら
現
に
道
路
（
歩
道
及
び
路
肩
部

を
含
む
）
上
へ
は
み
出
し
，
通
行
や
走
行
の
妨
げ
に
な

っ
て
い
る
も
の

 

⑴
 
現
状
の
状
態
を
放
置
し
て
い
る
こ
と
に
よ
り
，

道
路
の
通
行
や
走
行
を
妨
げ
る
も
の

 

ア
 
樹
木
の
枝
葉
の
繁
茂
に
よ
り
，
車
道
部
で
路
面
か
ら
概
ね

4
.
5
ｍ
，
歩
道
部
で
路
面
か
ら
概
ね

2
.
5
ｍ
の
高
さ
を
確
保
で
き
な
い
も
の

 

イ
 
は
み
出
し
て
い
る
枝
葉
等
に
よ
り
，
交
通
標
識
や
信
号
機
等
が
視
認
し
づ
ら
い
も
の

 

ウ
 
枝
葉
又
は
果
実
等
の
落
下
が
道
路
上
に
確
認
で
き
る
又
は
道
路
上
へ
の
落
下
が
予
想
で
き
る
も
の

 

第
６
号

 
オ

 
衛

生
動

物
の

発
生

 

⑴
 
衛
生
動
物
が
発
生
し
，
隣
接
地
に
居
住
し
て
い
る
市

民
等
に
悪
影
響
を
及
ぼ
し
て
い
る
も
の

 

⑴
 
空
き
家
又
は
空
き
地
に
，
ス
ズ
メ
バ
チ
（
ハ
チ
目
ス
ズ
メ
バ
チ
科
ス
ズ
メ
バ
チ
亜
科
に
属
す
る
い
わ
ゆ
る
ス
ズ
メ
バ
チ
類
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
が
営
巣
を
始

め
て
い
る
も
の

 

⑵
 
空
き
家
又
は
空
き
地
に
，
ね
ず
み
・
は
え
・
蚊
等
の
衛
生
動
物

（
鳥
獣
の
保
護
及
び
狩
猟
の
適
正
化
に
関
す
る
法
律
，
狂
犬
病
予
防
法
，
動
物
の
愛
護
及
び
管

理
に
関
す
る
法
律
等
，
他
法
令
で
対
応
す
る
も
の
を
除
く
。
）
が
多
数
発
生
し
て
い
る
も
の

 

第
６
号

 
カ

 
廃

棄
物

の
投

棄
 

⑴
 
投
棄
さ
れ
た
廃
棄
物
が
た
い
積
し
，
隣
接
地
に
居
住

し
て
い
る
市
民
等
に
悪
影
響
を
及
ぼ
し
て
い
る
も
の

 

⑴
 

廃
棄
物

が
た

い
積

し
て

い
る

こ
と

に
よ

り
，

隣
接

地
に

居
住

し
て
い

る
市

民
等

に
悪

影
響

を
及

ぼ
す

も
の

（
但

し
，

道
路

上
へ
の

影
響

が
あ

る
も

の
を

除
く

。
）
 

ア
 
廃
棄
物
が
飛
散
，
流
出
又
は
倒
壊
す
る
お
そ
れ
が
あ
る
も
の

 

イ
 
衛
生
動
物
発
生
の
お
そ
れ
が
あ
る
も
の

 

ウ
 
悪
臭
発
生
の
お
そ
れ
が
あ
る
も
の
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項
目

 
判
定
基
準
（
ⅰ
）

 

※
空
き
家
等
の
状
況
・
周
囲
へ
の
影
響
度

 

着
眼
点
（
ⅱ
）

 

※
判
定
す
る
た
め
の
具
体
的
な
例
示

 
条
例
第
２
条

 
区
分

 

第
７
号

 
ア

 
建

物
全

体
の

傾
き

 

⑴
 
建
築
物
の
構
造
耐
力
上
主
要
な
部
分
の
損
傷
等
が
確

認
で
き
る
又
は
目
視
で
傾
斜
が
確
認
で
き
る
も
の
で
，

放
置
し
て
い
る
だ
け
で
倒
壊
す
る
恐
れ
が
見
込
ま
れ
，

今
後
倒
壊
し
た
場
合
に
，
周
辺
住
民
，
道
路
の
通
行
者

等
に
被
害
が
及
ぶ
危
険
性
が
あ
る
も
の

 

⑴
 
基
礎
の
不
同
沈
下
又
は
建
築
物
の
壁
や
柱
の
傾
斜
が
概
ね

1
/
2
0
以
上
あ
る
も
の

 

⑵
 
基
礎
・
土
台
の
損
傷
又
は
基
礎
と
土
台
に
ず
れ
が
発
生
し
て
い
る
も
の

 

⑶
 
緊
結
金
物
が
著
し
く
腐
食
し
て
い
る

 

⑷
 
倒
壊
し
た
場
合
に
，
周
囲
へ
の
危
険
性
が
認
め
ら
れ
る

も
の
（
※
別
表
２
）

 

 
擁
壁
の
老
朽

化
 

⑴
 
擁
壁
に
破
損
等
が
確
認
で
き
る
も
の
で
，
今
後
放
置

し
て
い
る
だ
け
で
崩
壊
す
る
恐
れ
が
見
込
ま
れ
，
今
後

崩
壊
し
た
場
合
に
，
周
辺
住
民
，
道
路
の
通
行
者
等
に

被
害
が
及
ぶ
危
険
性
が
あ
る
も
の

 

⑴
 
 
擁
壁
表
面
に
水
が
し
み
出
し
流
出
し
て
い
る

 

⑵
 
 
水
抜
き
穴
の
詰
ま
り
，
破
損
が
あ
り
排
水
機
能
が
失
わ
れ
て
い
る

 

⑶
 
 
ひ
び
割
れ
が
発
生
し
て
い
る

 

⑷
 
擁
壁
表
面
の
剥
離
。
欠
損
，
抜
け
石
が
確
認
で
き
る

 

第
７
号

 
イ

 
外

壁
及

び
屋

根
等

の
飛

散
・
崩
落

 

⑴
 
飛
散
す
る
可
能
性
が
あ
る
固
定
さ
れ
て
い
な
い
建
築

材
が
屋
根
上
部
等
に
確
認
で
き
る
も
の
で
，
今
後
建
築

材
が
飛
散
又
は
崩
落
し
た
場
合
に
，
周
辺
住
民
，
道
路

の
通
行
者
等
に
被
害
が
及
ぶ
危
険
性
が
あ
る
も
の

 

⑴
 
外
壁
及
び
屋
根
が
明
ら
か
に
破
損
し
て
い
る

 

⑵
 
軒
や
雨
ど
い
が
垂
れ
下
が
っ
て
い
る

 

⑶
 
屋
外
階
段
，
バ
ル
コ
ニ
ー
が
破
損
，
腐
朽
，
脱
落
又
は
傾
斜
し
て
い
る

 

⑷
 
建
築
材
が
地
震
，
風
雨
そ
の
他
の
自
然
現
象
に
よ
り
飛
散
又
は
崩
落
し
た
場
合
に
，
周
囲
へ
の
危
険
性
が
認
め
ら
れ
る
も
の
（
※
別
表
２
）

 

 
工

作
物

の
飛

散
・
崩
落

 

⑴
 

工
作

物
に

傾
斜

並
び

に
相

当
な

範
囲

に
わ

た
り

腐

朽
・
破
損
・
変
形
が
確
認
で
き
る
も
の
で
，
今
後
工
作

物
が
飛
散
又
は
崩
落
し
た
場
合
に
，
周
辺
住
民
，
道
路

の
通
行
者
等
に
被
害
が
及
ぶ
危
険
性
が
あ
る
も
の

 

⑴
 
門
，
塀
が
一
部
傾
斜
又
は
明
ら
か
な
破
損
が
見
ら
れ
る
も
の

 

⑵
 
テ
レ
ビ
ア
ン
テ
ナ
，
エ
ア
コ
ン
室
外
機
，
看
板
そ
の
他
を
固
定
し
て
い
る
支
持
金
物
等
が
破
損
し
て
い
る
も
の

 

⑶
 
エ
ア
コ
ン
室
外
機
，
看
板
，
屋
上
水
槽
そ
の
他
が
破
損
，
脱
落
又
は
転
倒
し
て
い
る
も
の

 

⑷
 
工
作
物
が
崩
落
又
は
直
下
に
落
下
し
た
場
合
に
，
周
囲
へ
の
危
険
性
が
認
め
ら
れ
る
も
の
（
※
別
表
２
）

 

第
７
号

 
ウ

 
樹
木
の
倒
木

 
⑴

 
樹
木
の
幹
に
損
傷
若
し
く
は
腐
朽
等
が
見
ら
れ
，

今

後
倒
木
し
た
場
合
に
，
隣
接
地
の
住
居
等
又
は
公
共
物

（
道
路
・
交
通
標
識
・
信
号
機
等
）
を
破
損
す
る
危
険

性
が
あ
る
も
の

 

⑴
 
周
囲
の
他
の
樹
木
等
と
比
較
し
，
不
自
然
な
傾
き
が
あ
る
も
の

 

⑵
 
損
傷
若
し
く
は
腐
朽
が
幹
周
の

1
/
3
程
度
確
認
で
き
る
も
の

 

⑶
 
敷
地
外
に
倒
木
し
た
場
合
に
，
周
囲
へ
の
危
険
性
が
認
め
ら
れ
る
も
の
（
※
別
表
２
）

 

 
樹

木
の

枝
葉

の
隣

接
地

へ

の
著

し
い

は

み
出
し

 

⑴
 
枝
葉
又
は
幹
が
隣
接
地
の
住
居
等
に
侵
食
等
し
て
お

り
，
今
後
さ
ら
に
侵
食
等
が
進
ん
だ
場
合
に
，
隣
接
地

の
住
居
等
又
は
公
共
物
を
破
損
す
る
危
険
性
が
あ
る
も

の
 

⑴
 
枝
葉
又
は
幹
の
一
部
が
，
住
居
等
又
は
公
共
物
に
め
り
込
む
又
は
侵
食
し
て
い
る
も
の

 

⑵
 
今
後
さ
ら
に
め
り
込
む
又
は
侵
食
す
る
こ
と
で
，
隣
接
地
の
住
居
等
又
は
公
共
物
が
破
損
す
る
こ
と
が
明
ら
か
な
も
の

 

 
樹

木
の

枝
葉

又
は

雑
草

の

道
路

上
へ

の

著
し

い
は

み

出
し

 

⑴
 
は
み
出
て
い
る
枝
葉
等
が
歩
道
や
路
肩
部
を
ふ
さ
い

で
お
り
，
市
民
等
が
歩
道
等
を
利
用
で
き
な
い
危
険
性

が
あ
る
も
の

 

⑵
 
は
み
出
て
い
る
枝
葉
等
が
交
通
標
識
等
を
覆
っ
て
お

り
，
市
民
等
が
交
通
標
識
等
を
視
認
す
る
こ
と
が
で
き

な
い
危
険
性
が
あ
る
も
の

 

⑴
 
繁
茂
し
た
樹
木
等
に
よ
り
，
歩
道
や
路
肩
部
を
迂
回
し
て
車
道
を
通
ら
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
も
の

 

⑵
 
交
通
標
識
（
「
規
制
標
識
」
「
案
内
標
識
」
等
）
が
樹
木
等
に
過
半
以
上
覆
わ
れ
て
い
る
も
の

 

⑶
 
歩
道
等
を
ふ
さ
ぐ
又
は
交
通
標
識
が
覆
わ
れ
て
い
る
こ
と
で
，
事
故
の
誘
発
に
つ
な
が
る
お
そ
れ
が
あ
る
も
の

 

 
衛

生
動

物
の

著
し
い
発
生

 

⑴
 
衛
生
動
物
が
多
数
発
生
し
，
隣
接
地
に
居
住
す
る
市

民
等
の
生
命
，
身
体
又
は
財
産
に
被
害
を
及
ぼ
す
危
険

性
が
あ
る
も
の

 

⑴
 
空
き
家
又
は
空
き
地
に
で
き
た
巣
か
ら
ス
ズ
メ
バ
チ
が
発
生
し
て
お
り
，
そ
の
ま
ま
放
置
す
れ
ば
近
隣
住
民
等
の
身
体
等
に
被
害
を
与
え
る
お
そ
れ
が
あ
る
も
の

 

⑵
 
衛
生
動
物
が
多
数
発
生
し
て
分
散
し
，
近
隣
住
宅
等
に
侵
入
す
る
な
ど
，
そ
の
ま
ま
発
生
を
放
置
す
れ
ば
近
隣
住
民
等
の
身
体
等
に
被
害
を
与
え
る
お
そ
れ
が

あ
る
も
の

 

 
廃

棄
物

の
投

棄
 

⑴
 
廃
棄
物
の
飛
散
・
流
出
・
倒
壊
が
発
生
し
，
隣
接
地

に
居
住
す
る
市
民
等
の
生
命
，
身
体
又
は
財
産
に
被
害

を
及
ぼ
す
危
険
性
が
あ
る
も
の

 

⑴
 
廃
棄
物
が
相
当
の
高
さ
に
ま
で
た
い
積
し
て
お
り
，
廃
棄
物
が
飛
散
，
流
出
又
は
倒
壊
す
る
こ
と
で
，
隣
接
地

の
住
居
等
又
は
通
行
者
等
に
被
害
を
及
ぼ
す
お

そ
れ
が
あ
る
も
の

 

〔
特
記
事
項
〕

 
別
表
１
に
掲
げ
る
「
状
態
の
判
定
」
の
ほ
か
，
配
慮
す
べ
き
判
断
基
準
の
考
え
方
を
示
す
。

 
※
建
築
物
全
体
の
傾
斜
に
つ
い
て
は
，
木
造
の
場
合
を
示
す
。

そ
の
他
Ｒ
Ｃ
構
造
等
の
場
合
は
，
本
基
準
を
準
用
し
，
個
々
の
状
況
に
応
じ
判
断
す
る
。

 
※
擁
壁
の
老
朽
化
に
つ
い
て
は
，
擁
壁
の
種
類
に
応
じ
て
，
老
朽
化
の
危
険
度
を
総
合
的
に
判
断
す
る
。

 
※
悪
臭
は
，
特
定
で
き
た
発
生
原
因
へ
の
対
応
を
図
る
こ
と
で
対
処
す
る
。

 
※
別
表
１
に
掲
げ
る
各
号
の
区
分
の
状
態
に
は
，
「
景
観
を
損
ね
て
い
る
」
要
因
と
な
る
も
の
を
含
む
。

 
※
そ
の
他
条
例
第
２
条
第
７
号
ウ
に
規
定
す
る
管
理
不
全
な
状
態
で
あ
っ
て
周
辺
の
生
活
環
境
を
著
し
く
害
す
る
お
そ
れ
が
あ
る
も
の
に
つ
い
て
は
，
本
基
準
を
勘
案
し
，
総
合
的
に
判
断
す
る
も
の
と
す
る
。

 

※
擁
壁
の
老
朽
化
に
つ
い
て
は
，
被
災
宅
地
危
険
度
判
定
士
危
険
度
判
定
及
び
宅
地
擁
壁
老
朽
化
判
定
マ
ニ
ュ
ア
ル
（
案
）
を
準
用
し
，
総
合
的
に
判
断
す
る
。
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別
表
２
（
第
２
第
２
項
関
係
）

 

項
目

 
条
例
第
２
条
第
６
号

 
ア

 

条
例
第
２
条
第
７
号

 
ア
，
イ

 
条
例
第
２
条
第
７
号

 
ウ
（
樹
木
の
倒
木
の
み
）

 

①
対
象
物
が
位
置
す
る
場
所

 

対
象
物
の
敷
地
境
と
の
距
離
（
Ｌ
）
と
建
築
物
の
危
険
部
分
の
高
さ
（
Ｈ
）
※
崩
落
等
が
考
え
ら
れ

る
最
も
近
い
敷
地
境
（
屋
根
は
軒
先
か
ら
の
距
離
）

 
 
※
Ｈ
は
２
ｍ
を
超
え
る
部
分
と
す
る

 

樹
高
（
Ｈ
）
と
敷
地
境
の
距
離
（
Ｌ
）
※
基
準
点
は
地
上
高
１
２
０
ｃ
ｍ
の
幹
の
中
心

 

※
樹
高
（
Ｈ
）
と
距
離
（
Ｌ
）
の
比
較
は
概
算
に
よ
る
場
合
も
あ
る

 

Ｈ
／
２
≦
Ｌ

 
１

 
Ｈ
＜
Ｌ

 
１

 

１
m
≦
Ｌ
＜
Ｈ
／
２

 
２

 
Ｈ
＝
Ｌ

 
２

 

０
m
＜
Ｌ
＜
１

m
 

３
 

Ｈ
＞
Ｌ

 
３

 

Ｌ
≦
０

m
 

４
 

Ｌ
≦
０

m
 

４
 

 
 

 
 

②
敷

地
等

が
あ

る
場

所
の

周

辺
の
状
況

 

周
辺
敷
地
等
の
利
用
頻
度

 
 

周
辺
敷
地
等
の
利
用
頻
度

 
 

間
欠
的
な
利
用
（
田
，
畑
，
空
き
地
等
）

 
２

 
臨
時
的
な
利
用
（
ジ
ョ
ギ
ン
グ
・
サ
イ
ク
リ
ン
グ
用
の
道
路
等
）

 
１

 

恒
常
的
な
利
用
（
道
路
，
上
記
以
外
の
敷
地
等
）

 
４

 
間
欠
的
な
利
用
（
日
中
だ
け
使
用
す
る
駐
車
場
等
）

 
２

 

 
 

頻
繁
な
利
用
（
常
用
の
倉
庫
・
生
活
道
路
等
）

 
３

 

恒
常
的
な
利
用
（
民
家
・
店
舗
等
・
通
学
路
・
幹
線
道
路
等
）

 
４

 

③
対
象
物
の
程
度
（
大
き
さ
）

 

落
下
・
崩
落
す
る
建
築
材
・
工
作
物
の
大
き
さ
等

 
 

幹
の
直
径
（
Ｗ
）
※
地
上
高
１
２
０
ｃ
ｍ
の
幹
の
直
径

 
 

部
分
的
な
建
築
材
・
外
壁
や
小
規
模
な
工
作
物
（
ア
ン
テ
ナ
等
）

 
１

 
Ｗ
＜
１
５

cm
 

１
 

地
上
２
階
以
上
に
位
置
す
る
小
規
模
な
工
作
物

 
２

 
１
５

cm
≦
Ｗ
＜
４
５

cm
 

２
 

相
当
面
積
あ
る
建
築
材
・
外
壁
や
大
規
模
な
工
作
物
（
エ
ア
コ
ン
の
室
外
機
等
）
 

３
 

４
５

cm
≦
Ｗ
＜
７
５

cm
 

３
 

地
上
２
階
以
上
に
位
置
す
る
大
規
模
な
工
作
物

 
４

 
７
５

cm
≦
Ｗ

 
４

 

総
合
点
数
評
価

 

（
合
計
点
）

 

経
過
観
察
・
周
囲
へ
の
影
響
を
注
視
す
べ
き
も
の

 
４
～
８

 
経
過
観
察
・
周
囲
へ
の
影
響
を
注
視
す
べ
き
も
の

 
３
～
８

 

周
囲
へ
の
影
響
度
（
危
険
性
）
が
高
い

 
９
～
１
１

 

周
囲
へ
の
影
響
度
（
危
険
性
）
が
高
い

 
９
～
１
２

 
周
囲
へ
の
影
響
度
（
危
険
性
）
が
非
常
に
高
い

 
１
２

 

≪
参
考
≫

 

対
象
物
と
敷
地
境
の
距
離

 

 
 

 

 
 

 

Ｂ
 

２
階
と
み
な
す

 

敷
地
境

 
敷
地
境

 

Ａ
 

Ａ
 

 
 

Ｌ
 

Ｌ
 

Ｌ
 

Ｌ
 

Ｈ
 

Ｈ
 

Ａ
：
大
規
模
な
工
作
物
（
室
外
機
等
）

 

Ｂ
：
小
規
模
な
工
作
物
（
ア
ン
テ
ナ
等
）

 


 
屋

根
は

軒
先

か
ら

の
距

離

で
検
討

 

※
 対

象
物
が
落
下
し
た
場
合
，

建
物

か
ら

離
れ

る
最

短
の

距
離
を
採
用
す
る
。

 


 

「
対
象
物
と
敷
地
境
の
距
離

（
Ｌ
）
」
は
隣
接
地
ま
で
の
最

短
経
路
を
採
用
す
る
。
 

 
 

 

樹 高 （ Ｈ ）  

空
き
家
の
敷
地
・
空
き
地
 

隣
接
地
（
民
地
・
道
路
等
）
 

1
2
0
c
m
 

 
幹
の
直
径
（
Ｗ
）

 

敷
地
境
ま
で
の
距
離
（
Ｌ
）
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別
表
３
（
第
３
関
係
）

 

項
目

 
認
定
基
準
（
ⅰ
）

 
着
眼
点
（
ⅱ
）

 

※
認
定
す
る
た
め
の
具
体
的
な
例
示

 
条
例

 
区
分

 

条
例

第
１

２
条

第

２
項

 

命
令

 
免
除
と
な
る
正
当
な
理
由
と
認
定
す
る
も
の

 

⑴
 
勧
告
を
受
け
た
者
が
，
危
険
な
状
態
を
解
消
す
る
た
め

の
必

要
な

措
置

を
講

ず
る

実
行

性
の

な
い

こ
と

が
明

ら

か
で
あ
る

 

⑴
 
高
齢
及
び
身
体
障
が
い
等
に
よ
り
，
空
き
家
等
を
自
ら
管
理
す
る
こ
と
が
で
き
ず
，
か
つ
，
業
者
と
直
接
交
渉

を
行
う
こ
と
が
困
難
な
者
で
，
管
理
を
代
行
で
き
る
親
族
及
び
後
見
人
等
が
い
な
い
又
は
疎
遠
で
あ
る
こ
と

 

⑵
 
相
続
に
関
し
訴
訟
等
を
行
っ
て
い
る
こ
と

 

⑶
 
病
院
や
社
会
福
祉
施
設
へ
の
長
期
入
院
等
に
よ
り
，
拘
束
さ
れ
て
い
る
こ
と

 

条
例

第
１

３
条

第

２
項

 

応
急
代
行
措
置

 
申
出
を
認
め
る
正
当
な
理
由
と
認
定
す
る
も
の

 

⑴
 
指
導
等
を
受
け
た
者
が
，
危
険
な
状
態
を
解
消
す
る
た

め
の

必
要

な
措

置
を

講
ず

る
実

行
性

の
な

い
こ

と
が

明

ら
か
で
あ
り
，
か
つ
，
必
要
な
措
置
の
内
容
及
び
費
用
徴

収
等
に
つ
き
同
意
が
あ
る

 

⑴
 
高
齢
及
び
身
体
障
が
い
等
に
よ
り
，
空
き
家
等
を
自
ら
管
理
す
る
こ
と
が
で
き
ず
，
か
つ
，
業
者
と
直
接
交
渉

を
行
う
こ
と
が
困
難
な
者
で
，
管
理
を
代
行
で
き
る
親
族
及
び
後
見
人
等
が
い
な
い
又
は
疎
遠
で
あ
る
こ
と

 

※
 
手
続
き
が
面
倒
，
多
忙
で
あ
る
等
の
理
由
は
認
め
ら
れ
な
い
。

 

条
例

第
１

４
条

第

２
項

 

公
示
等

 
免
除
と
な
る
正
当
な
理
由
と
認
定
す
る
も
の

 

⑴
 
命
令
を
受
け
た
者
が
，
命
令
に
係
る
措
置
を
講
ず
る
実

行
性
の
な
い
こ
と
が
明
ら
か
と
な
っ
た
場
合

 

⑵
 
命
令
を
受
け
た
者
か
ら
申
出
が
あ
り
，
命
令
に
係
る
措

置
を
講
ず
る
こ
と
を
確
約
し
て
い
る

 

⑴
 
所
有
者
等
か
ら
，
命
令
が
免
除
と
な
る
正
当
な
理
由
と
同
様
の
理
由
で
，
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
こ
と
が
で
き

な
い
旨
の
申
出
が
あ
る
こ
と

 

⑵
 
所
有
者
等
が
自
ら
定
め
る
期
限
内
に
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
と
書
面
で
申
出
が
あ
る
こ
と

 
条

例
第

２
２

条
第

２
項

 

罰
則
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